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件名： 東京国際空港新貴賓室新築工事 平成30年9月20日

東空建第　64　号

質問
番号

図面番号 質　　　　　　　　　　疑 回　　　　　　　　　　答

1
入札説明書8.
仕様書等に対
する質問

入札説明書、仕様書、工事請負契約書を含めた優先順位について、ご教示くださ
い。
また、質疑回答後は、質疑回答の内容が契約書に反映されると理解してよろしい
でしょうか。

契約図書である契約書と設計図書は相互に補完するものである。
なお、仕様書等の設計図書間における優先順位は公共建築工事
標準仕様書に記載のとおり。
また質疑回答書は契約書ではなく、設計図書として契約図書にな
る。

2
入札説明書8.
仕様書等に対
する質問

質疑期間以降に判明した現時点では想定不可能な疑義や、質疑回答により明確
にならなかった事項等につきましては、疑義解消のため、受注者と協議の上、解
決を図っていただけるものと考えてよろしいでしょうか。

公共建築工事標準仕様書1.1.8に記載のとおり、設計図書に定め
られた内容に疑義が生じた場合は協議を行う。

3

設計図_特記仕
様書Ⅱ.建築工
事仕様1章一
般共通事項材
料の品質等(4)

「（5）に指定する材料の製造業者等」との記載がございますが、該当箇所がござ
いませんので、内容をご教示ください。

追加補足図A-001を参照してください。

4

設計図_特記仕
様書Ⅱ.建築工
事仕様1章一
般共通事項工
事中における
周辺への配慮

空港内での工事において、周辺への配慮にあたり、区域管理者の空港施設株式
会社様からの要望や規制等、現時点で把握すべき条件がございましたら、ご教
示ください。

詳細については、契約締結完了後に協議を行うこととします。

5
設計図_工事区
分表

「工事区分表」に変更が生じ、工程・工事金額に影響が発生した場合は、変更内
容をご協議いただけますでしょうか。

よろしいです。
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6

現場説明書3.
その他[施
工](21)現場及
び技術に係わ
る事項につい
て

騒音、振動、塵埃等において、現時点で規制等の制約条件がございましたら、ご
教示願います。

騒音・振動等の発生が予想される作業については、事前に関係者
と作業内容について協議・周知を行うこととします。詳細について
は受注者決定後に協議を行います。
塵埃については、航空機の運航に支障とならないよう、散水等の
対策を行う必要があります。

7
現場説明書3.
その他[工程関
係](41)工期

受注者の責に拠らない事由により、予定工期に遅れが生じた場合に、工期・工事
金額に影響が生じた場合は、変更協議いただきますようお願いいたします。

よろしいです。

8

現場説明書3.
その他[工程関
係](42)工程関
係④工程関係

「特定元方事業者に指名されない受注者」に対し、特定元方事業者に対し、作業
間の連絡調整等において協力することを、契約条件として提示いただきますよう
お願いいたします。
また、指示に従わない場合は、発注者様からもご指示いただきますようご協力を
お願いいたします。

質疑内容については、労働安全衛生法において定められており、
別途工事においても関係法令の遵守は行うことととしております。
また、指示に従わない場合における発注者側からの指示・指導も
行うこととします。

9

現場説明書3.
その他[その他
施工条件](45)
作業時間

作業上やむをえない事情等により、既定日・時間以外における作業が必要な場
合は、作業の実施についてご協議いただけますようお願いいたします。

よろしいです。

10
現場説明書4.
その他(3)

ご予定されている関係機関への工事説明会のスケジュール・規模等をご教示くだ
さい。
また、工事説明会で決定した内容が、著しく施工に制限がある場合は、工期・請
負代金額について、ご協議いただけますでしょうか。

工事説明会のスケジュール等については、施工計画の立案も含
め説明資料等の作成状況によるため、契約後に協議を行うことと
します。
なお、工事説明会において決定した内容について、設計変更が必
要となる場合は協議を行うこととします。

11

現場説明書4.
その他(6)工事
監理業務等に
ついて

建設コンサルタント様への指示・命令は、発注者様あるいは監理者様から直接行
われると考えてよろしいでしょうか。また、受注者への指示・命令につきましても、
建設コンサルタント様から行われることはなく、発注者様あるいは監理者様から
直接行われると考えてよろしいでしょうか。

よろしいです。

12

現場説明書[別
添3][別添3]契
約後VE提案に
ついて

「契約書19条の2」との記載がございますが、契約書に該当箇所がございません
ので、内容をご教示ください。

別紙契約書（案）を正として下さい。
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13

現場説明書[別
添3][別添3]契
約後VE提案に
ついて5.VE提
案を採用した
場合の設計変
更等(4)

発注者様の責に帰する事由による場合においても、変更協議いただきますようお
願いいたします。

質疑の内容は契約後VE提案の制度に合致しないものと考えま
す。

14

現場説明書[別
添3][別添3]契
約後VE提案に
ついて6.VE提
案内容の活用
と保護

発注者様のＶＥ提案の活用によって損害が生じた場合は、受注者は免責されると
いう理解でよろしいでしょうか。

質疑の内容は契約後VE提案の制度に合致しないものと考えま
す。

15

工事請負契約
書第12条（工
事関係者に関
する措置請求）
第1項、第2項

「著しく不適当と認められる」理由が不合理である場合は、その理由を明示した書
面をもって、発注者様に対して異議を申し立てることができるものとしていただけ
ますでしょうか。

契約後に取り交わす仲裁合意書に基づく、建設工事紛争審査会
での審議に依ることとします。

16

工事請負契約
書第17条（設
計図書不適合
の場合の改造
義務及び破壊
検査等）第4
項、第31条（検
査及び引渡し）
第3項

復旧の要因が、受注者の責に拠らない事由によるものであった場合は、検査及
び復旧に直接要する費用の負担は、免責されると理解してよろしいでしょうか。

よろしい。

17

工事請負契約
書第24条請負
代金額の変更
方法等

請負金額の変更については、協議開始後14日以内ではなく、両者が合意するま
で協議させていただきたくご検討願います。

原則契約書に記載のとおりとするが、協議が整わない場合は建設
工事紛争審査会での審議に依ることとします。

18
工事請負契約
書第51条（火
災保険等）

火災保険につきましては、建設工事保険にて代替できますので、火災保険を付
保する必要はないと考えてよろしいでしょうか。

よろしい。なお、その場合は代替となることが確認できる証券等の
写しを提出して下さい。
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19
現場説明書13
頁

別途業者が設置した仮設制限フェンスのリース契約を平成30年12月28日に引き
継ぐ
予定と記載されてますが、本工事はそれ以前に着工できるのでしょうか。

平成30年12月28日以降に現場着工とします。
なお、同空港における他工事の事例より、現場説明書に記載して
いる工事着手前の関係者との調整に概ね2～3ヶ月程度を見込ん
でいます。
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質問
番号

図面番号 質　　　　　　　　　　疑 回　　　　　　　　　　答

【建築】

20
A-001,A-
021,A-023

見本施工を実施する位置は、図面に示されている「見本施工の範囲」の位置で、
本設として取り扱うと考えてよろしいでしょうか。

実施位置は追加補足図A-017～019も合わせて参照してください。
見本施工は仕上げの確認が趣旨であり、本設ではありません。

21 A-010
計画地は貨物ターミナル地区内に有りますが、人や車の入退場に際し、時間や
量の規制は有るのでしょうか。

詳細については、契約締結完了後に協議を行うこととします。

22 A-011
（既設）制限フェンスの撤去時期について指定は無く、受注者の都合で決めて宜
しいでしょうか。

よろしいです。

【内部仕上】

23
A-020
S-025

地下ﾋﾟｯﾄ(各水槽)の人通口の個数について､意匠図：4ヵ所と構造図：7ヵ所で相違
します。
構造図を優先と考えて宜しいでしょうか。ご指示下さい。

別紙S①、追加補足図A-020を参照してください。

24
A-020
S-027

設備ﾋﾟｯﾄの人通口の個数について､意匠図：11ヵ所と構造図：10ヵ所で相違しま
す。
構造図を優先と考えて宜しいでしょうか。ご指示下さい。

別紙S①、追加補足図A-020を参照してください。

25 A-129
MWC5･WWC5の天井間接照明ﾎﾞｯｸｽについて､先端見切は､入札時積算数量書
より､木製 25×120 EP塗りと思われますが､ﾎﾞｯｸｽ内部が不明です。
天井面･下り壁面：PB12.5+9.5 EP塗りと考えて宜しいでしょうか。ご指示下さい。

追加補足図A-301を参照してください。

26 A-301
MWC5･WWC5の小便･大便ﾗｲﾆﾝｸﾞは､雑詳細図1(D-0122)の通りと考えて宜しい
でしょうか。ご指示下さい。

よろしいです。追加補足図A-301も合わせて参照してください。

27 A-015･104
外部倉庫の塗床立上げH100について､ﾎﾞｰﾄﾞ下地面はｺﾝｸﾘｰﾄ立上り(W100×
H100)を見込んで宜しいでしょうか。ご指示下さい。

よろしいです。
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28 A-015･304
電気室の巾木について､仕上表よりﾋﾞﾆﾙ巾木H60ですが､壁がｸﾞﾗｽｳｰﾙﾎﾞｰﾄﾞで､
部分詳細図3から図示ありませんので､巾木不要と考えて宜しいでしょうか。ご指
示下さい。

仕上げ表を正とし、ビニル巾木H=60有りとします。

29 A-108･109
WWC4洗面化粧台の両脇に収納ﾆｯﾁW500×H875×D150の窪みがありますが､
壁面は大理石(5)､天板は花崗岩(5)と考えて宜しいでしょうか。ご指示下さい。

よろしいです。

30 A-110
水廻り詳細図6より､壁石貼の下地t=8は､ｹｲｶﾙ板と考えて宜しいでしょうか。ご指
示下さい。 よろしいです。

31 A-002 石材の裏面処理･表面処理について､仕様･程度をご指示下さい。
乾式工法の足元部及び湿式工法部分の裏面処理を行うこととしま
す。仕様は石材施工業者の指定する製品とします。
表面処理についてはA-002に記載のとおりです。

【外構】

32 A-704

入札時積算数量書P.110､111に於いて､各舗装・縁石に山砂：厚600(埋戻しに含
む)とありますが､外構詳細図3の舗装断面詳細図には山砂の指示がありません。
入札時積算数量書通り山砂：厚600有りと考えて宜しいでしょうか。ご指示下さ
い。

山砂は不要とします。

33

上記質疑に於いて､(埋戻しに含む)とありますが､入札時積算数量書に埋戻しの
項目が見当たりません。
(埋戻しに含む)は無しとし､山砂は各舗装・縁石に含むものと考えて宜しいでしょう
か。ご指示下さい。

当該部分についてはA-704の通りとし、600の山砂その他の埋め
戻しはないものとします。

34 A-704
入札時積算数量書P.110､111に於いて､各舗装・縁石の粒度調整砕石がM-30で
すが､外構詳細図3の舗装断面詳細図よりRM-30を正と考えて宜しいでしょうか。
ご指示下さい。

よろしいです。
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35 A-704
入札時積算数量書P.111車止め1に於いて､ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸのｻｲｽﾞが120×120です
が､外構詳細図-3.G-011詳細図では100×100と相違します。
120×120を正と考えて宜しいでしょうか。ご指示下さい。

100×100を正とします。

36 入札時積算数量書P.111に於いて､飛び石：450角の詳細をご指示下さい。 花崗岩(3)と同仕様、450×450とします。

37 A-704
入札時積算数量書P.111に於いて､すきとりがH300程度ですが､各舗装の入札時
積算数量書通り山砂t600が必要となる場合は山砂厚t600分すきとりH寸法を増と
考えて宜しいでしょうか。ご指示下さい。

山砂は不要とします。

38 A-704
外構詳細図3､G-050ﾌﾗｯｸﾞﾎﾟｰﾙ詳細図に於いて､基礎ｺﾝｸﾘｰﾄに「配筋､ｱﾝｶｰﾎﾞﾙ
ﾄは構造図による｣とありますが､構造図にはみあたりません。
配筋､ｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ径・ｱﾝｶｰ長をご指示下さい。

配筋は構造図S-066に記載されています。アンカーボルトの配置
はA-704とし、径・ｱﾝｶｰ長は4-M24(SS400),L=600mm,ﾀﾞﾌﾞﾙﾅｯﾄ締
めフック付としてください。

39 A-704
入札時積算数量書P.112に於いて､ﾌﾗｯｸﾞﾎﾟｰﾙの数量が5ですが､外構平面図で
はX1通り側に5基､X20通り側に5基､計10基あります。
外構平面図を正と考えて宜しいでしょうか。ご指示下さい。

10基を正とします。

【仮設】

40

公開数量資料
＿別紙明細内
共通費別紙明
細

ｸﾚｰﾝの仕様でﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ50ｔ、ｸﾛｰﾗｰｸﾚｰﾝ100tと記載がありますが、両機種とも
手配が難しいため、ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ60ｔ、ｸﾛｰﾗｰｸﾚｰﾝ120ｔとして金額を入れ、その旨
備考欄に記載することでよろしいでしょうか？

よろしいですが、当局の積算上の考え方は図示のとおりです。
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質問
番号

図面番号 質　　　　　　　　　　疑 回　　　　　　　　　　答

【構造】

41 A-12､21､22
土工事に於いて､掘削開始ﾚﾍﾞﾙが不明です。
平均地盤面=5.325mより1FL-295と考えて宜しいでしょうか。ご指示下さい。

A-011　敷地現況図を参照してください。

42 A-1
3.土工事･埋戻し及び盛土に於いて､B種と有りますが仮置きの場及び仮置き可
能m3数が不明です。
C種とし他現場の根切土の中の良質土と考えて宜しいでしょうか。ご指示下さい。

図示の通りB種とし、発生土は敷地内で仮置きする計画としてくだ
さい。埋戻しで用いる以外の発生土はA-010の通り10km程度の位
置にある空港内仮置き場へ運搬とします。

43 A-24～26
矩計図に於いて止水板H=100と有りますが早川ｺﾞﾑ;ｽﾊﾟﾝｼｰﾙ同等品と考えて宜し
いでしょうか。ご指示下さい。

A-006　止水板によるものとします。

44 S069-S081
耐火被覆範囲図凡例で「吹付ﾛｯｸｳｰﾙ30㎜」の記載がありますが､色分図に記載
がありません。
対象外と考えて宜しいでしょうか。対象部材がある場合は､ご指示下さい。

S-081 X19通り軸組図に「X19a通りY1-2間のSB25は、吹付ロック
ウール30mmとする。」の記載があります。

45 S-070

耐火被覆範囲図Y1通りで｢吹付ﾛｯｸｳｰﾙ25㎜」の指示がありますが色分図に記載
がありません。
X1～X14間のSB10Wを対象と考えて宜しいでしょうか。ご指示下さい。

S-070に凡例のとおり示していますが、X1～X14間のSB10Wが対
象でよろしいです。

46 S-051

耐火塗装の厚みは下記のように考えて宜しいでしょうか。ご指示下さい。
・SG2,SG2A,SG3,SG12A：BH-400×150×9×19・・・t1.5
・SG12B：BH-400×100×12X×19・・・t1.25
・SG14：BH-400×150×12×25・・・t1.25

1時間耐火の性能を満たすこととし、厚みは製品仕様によります。
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【鉄骨】

47
S-001・002
S-010・011

特記仕様書が2部（構造関係その1・その2／構造関係（1）（2））ありますが、どちら
を正と致しますか。ご指示下さい。
また、選択肢※と○はどちらが優先されますか。ご指示下さい。

構造関係その1・その2を優先とし、補足として構造関係（1）（2）を
適用することとしてください。工場溶接の検査水準は追加補足図
S-002も参照してください。
また、選択肢※と○が両方ついている場合はA-001に示すように
共に適用としてください。レディミクストコンクリートの種別はⅠ類を
正としてください。

48

工事費内訳53
ページ　建築工
事（貴賓室）
鉄骨　付帯鉄
骨等

仮設金物は１式となっており、数量は示されておりません。付帯鉄骨等について
任意に見込むと考えてよろしいでしょうか。

よろしいです。

49
ガラスの取付方法を検討するため、地震力や風圧力に対して発生する水平変位
を、代表的なフレームに分類して教えて欲しい。（レベル1、レベル2について）

地震力に対してレベル1は1/200、レベル2は1/100としてください。
風圧力に関しては地震力で決定しているため地震力の値としてく
ださい。

50
地震力や風圧力（レベル1、レベル2）に対し、座屈拘束ブレースを設計上どの程
度効かせているか教えて欲しい。

剛性を確保する目的で設けているため、レベル1では降伏していま
せん。レベル2に対しても保有水平耐力時にはヒンジはできていま
せん。

51
鉄骨製作及び建方の検討をするため、各庇の撓みを教えて欲しい。（RC庇、鉄骨
庇について）

RC庇は1/250、鉄骨柱は長期で1/250・短期で1/100としてくださ
い。

52 S-69

SG2梁端部の納まりがウェブ・フランジとも現場溶接となっている。
ウェブは柱材を削り込んだ部分に溶接しているため、柱建方後に梁を落とし込む
ことができず施工非常に困難となる。
①ウェブを建方・溶接時の裏当て金兼用のガセットプレート+HTB（溶接後に撤去）
にできないか。（溶接縮み対策としても有効）
②ウェブをHTB接合にできないか。（溶接縮み対策としても有効）
仕上げて隠れる部分について、①または②にできないか。

別途協議の上、施工方法としては②であれば変更可能です。

53
ガラスの取付方法（納まり）、鉄骨製作時の精度管理、建方計画等を立案するた
め、杭の沈下、柱の軸縮み等、フレームの変形（長期的な影響も含む）に関係す
る資料を提示して欲しい。

上記質疑回答および図面から読み取れる内容で立案してくださ
い。詳細は受注者決定後調整を行う予定です。
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質問
番号

図面番号 質　　　　　　　　　　疑 回　　　　　　　　　　答

【電気】

54 E-03
照明器具D4についてですが、屋外部分に設置されることになっています。
大田区は塩害地域ですので、耐塩仕様を見込むと考えて宜しいでしょうか。

よろしいです。

55 E-04
照明器具EX1、FL1、L3、B1のモックアップを2台作成（試作版、試作品修正版）
と記載がございますが、いただいた入札時積算数量書に照明のモックアップ費用
の項目がございません。新たに追加と考えて宜しいでしょうか。

設置する特注器具FX1、FL1、L3、B1を設計、製作する過程での試
作品です。器具の単価に含まれていると考えています。

56 E-04
照明器具姿図にB1の照明器具がございますが、平面図や入札時積算数量書に
記載がございません。不要と考えて宜しいでしょうか。

手洗室1-1、1-2、2-1、2-2、3-1、3-2に各2台計上してください。
（別紙E①②）

57 A-115

建築図の水廻り詳細図11に記載のある特注ブラケット（電気工事）とブラケット
（電気工事）
と記載がございますが、こちらは電気設備図の電灯図のMWC1：L10が特注ブラ
ケット
MWC4：L10がブラケットと考えて宜しいでしょうか。

L10は間接照明で、WC1～3では特注ブラケットはB1とする。
WC4ではブラケットはB2とする。（別紙E①②）

58 A-307
建築断面図記載の照明器具ですが、こちら電気設備図記載の照明器具 EX1と
考えて宜しいでしょうか。又は電気設備に記載のない照明でしたら
仕様と台数をご教授願います。

EX1ではなく間接照明（L2a～d）とお考えください。

59 E-04
照明器具EX1、FL1、L3、B1の参考型番について調べてみたところ
メーカーが不明でした。参考メーカーをご教授願います。

ライティングシステム、山田照明等が参考となります。

【衛生】

60 M-7 屋外消火栓「HB20」の仕様をご教授願います。 SUS仕様とします。
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工 事 請 負 契 約 書 

 

 

１ 工事名    東京国際空港新貴賓室新築工事 

 

 

２ 工事場所   東京都大田区羽田空港内 

 

３ 工期     自 平成  年  月  日 

 

至 平成３２年 ６月３０日 

 

 

４ 請負代金額   ￥             － 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥         －） 

 

 

５ 契約保証金   免除 

 

 

６ 解体工事に要する費用等 別紙のとおり 

 

 

 

７ 反社会的勢力の排除に関する特約条項 別添のとおり 

 

 

 

 

 

 

上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、別

添の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は別紙の共同企業体協定書に

より契約書記載の工事を共同連帯して請け負う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、この契約書（頭書を含む。以下同じ。）に基づき、設計図書

（別冊の図面、仕様書、入札説明書及び入札説明に対する質問回答書をいう。以下同

じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この契約書及び設計図書を内容とする

工事の請負契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的物を発注者に引

き渡すものとし、発注者は、その請負代金を支払うものとする。 

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段（以下「施工方法

等」という。）については、この契約書及び設計図書に特別の定めがある場合を除き、受

注者がその責任において定める。 

４ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

５ この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わなけれ

ばならない。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

７ この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特別の

定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第５１号）に定めるものとする。 

９ この契約書及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９

号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。 

１０ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

１１ この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判

所とする。 

１２ 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契約に基づくす

べての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、発注者が当該代表者に対して行

ったこの契約に基づくすべての行為は、当該企業体のすべての構成員に対して行ったもの

とみなし、また、受注者は、発注者に対して行うこの契約に基づくすべての行為について

当該代表者を通じて行わなければならない。 

 

（関連工事の調整） 

第２条 発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者の施工する他の工

事が施工上密接に関連する場合において、必要があるときは、その施工につき、調整を行

うものとする。この場合においては、受注者は、発注者の調整に従い、当該第三者の行う

工事の円滑な施工に協力しなければならない。 

 

（請負代金内訳書及び工程表） 

第３条 受注者は、この契約締結後１４日以内に設計図書に基づいて、請負代金内訳書（以

下「内訳書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提出しなければならない。 

２ 内訳書には、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に係る法定福利費を明示するものと

する。 

３ 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

 

（契約の保証） 

第４条 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなけ

ればならない。ただし、第五号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにそ

の保険証券を発注者に寄託しなければならない。 

一 契約保証金の納付 

二 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 



 

三 この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証する銀行、発注者が

確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭

和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）

の保証 

四 この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

五 この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４項において「保証の

額」という。）は、請負代金額の１０分の１以上としなければならない。 

３ 第１項の規定により、受注者が同項第二号又は第三号に掲げる保証を付したときは、当

該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第四号又は第五号

に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

４ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の１０分の１に達

するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することができ、受注者は、保証の額の減額

を請求することができる。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第５条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させて

はならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、工事目的物、工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）のうち第１３条第２

項の規定による検査に合格したもの及び第３７条第３項の規定による部分払のための確認

を受けたもの並びに工事仮設物を第三者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他の担保の目

的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでな

い。 

 

（一括委任又は一括下請負の禁止） 

第６条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能

を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

 

（下請負人の通知） 

第７条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知を請

求することができる。 

 

（下請負人の健康保険等加入義務等） 

第７条の２ 受注者は、次の各号に掲げる届出をしていない建設業者（建設業法（昭和 24

年法律第 100 号）第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除

く。以下「社会保険等未加入建設業者」という。）を下請契約の相手方としてはならな

い。 

一 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出 

二 厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出 

三 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出 

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、次の各号に掲げる下請負人の区分に応じて、当該

各号に定める場合は、社会保険等未加入建設業者を下請負人とすることができる。 

一 受注者と直接下請契約を締結する下請負人 

 次のいずれにも該当する場合 

 イ 当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければ工事の施工が困難となる場

合その他の特別の事情があると発注者が認める場合 

ロ 発注者の指定する期間内に当該社会保険等未加入建設業者が前項各号に掲げる届出

をし、当該事実を確認することのできる書類（以下「確認書類」という。）を、受注



 

者が発注者に提出した場合 

二 前号に掲げる下請負人以外の下請負人  

次のいずれかに該当する場合 

  イ 当該社会保険等未加入建設業者を下請負人としなければ工事の施工が困難となる場

合その他の特別の事情があると発注者が認める場合 

ロ 発注者が受注者に対して確認書類の提出を求める通知をした日から３０日（発注者

が、受注者において確認書類を当該期間内に提出することができない相当の理由があ

ると認め、当該期間を延長したときは、その延長後の期間）以内に、受注者が当該確

認書類を発注者に提出した場合 

３ 受注者は、次の各号に掲げる場合は、発注者の請求に基づき、違約罰として、当該各号

に定める額を発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 社会保険等未加入建設業者が前項第１号に掲げる下請負人である場合において、同 

号イに定める特別の事情があると認められなかったとき又は受注者が同号ロに定める

期間内に確認書類を提出しなかったとき 受注者が当該社会保険等未加入建設業者と

締結した下請契約の最終の請負代金額の１０分の１に相当する額 

二 社会保険等未加入建設業者が前項第２号に掲げる下請負人である場合において、同 

号イに定める特別の事情があると認められず、かつ、受注者が同号ロに定める期間内 

に確認書類を提出しなかったとき 当該社会保険等未加入建設業者がその注文者と締

結した下請契約の最終の請負代金額の１００分の５に相当する額 

 

（特許権等の使用） 

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護

される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている工事材料、施工方

法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、

発注者がその工事材料、施工方法等を指定した場合において、設計図書に特許権等の対象

である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注者は、受注

者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

 

（監督職員） 

第９条 発注者は、監督職員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなければならな

い。監督職員を変更したときも同様とする。 

２ 監督職員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく発注者の権限

とされる事項のうち発注者が必要と認めて監督職員に委任したもののほか、設計図書に定

めるところにより、次に掲げる権限を有する。 

一 この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾又は協

議 

二 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作成した

詳細図等の承諾 

三 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の試験若

しくは検査（確認を含む。） 

３ 発注者は、二名以上の監督職員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそれぞ

れの監督職員の有する権限の内容を、監督職員にこの契約書に基づく発注者の権限の一部

を委任したときにあっては当該委任した権限の内容を、受注者に通知しなければならな

い。 

４ 第２項の規定に基づく監督職員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなけれ

ばならない。 

５ この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除については、設計図書に定

めるものを除き、監督職員を経由して行うものとする。この場合においては、監督職員に



 

到達した日をもって発注者に到達したものとみなす。 

 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第１０条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に設置し、設計図書に定めると

ころにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの者

を変更したときも同様とする。 

一 現場代理人 

二 専任の主任技術者 

三 専門技術者（建設業法）第２６条の２に規定する技術者をいう。以下同じ。） 

２ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを行うほ

か、請負代金額の変更、工期の変更、請負代金の請求及び受領、第１２条第１項の請求の

受理、同条第３項の決定及び通知、同条第４項の請求、同条第５項の通知の受理並びにこ

の契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限を行使することが

できる。 

３ 発注者は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の工事現場における運営、取締り及び

権限の行使に支障がなく、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合には、現

場代理人について工事現場における常駐を要しないこととすることができる。 

４ 受注者は、第２項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委任せず

自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者に通知し

なければならない。 

５ 現場代理人、専任の主任技術者及び専門技術者は、これを兼ねることができる。 

 

（履行報告） 

第１１条 受注者は、設計図書に定めるところにより、この契約の履行について発注者に報

告しなければならない。 

 

（工事関係者に関する措置請求） 

第１２条 発注者は、現場代理人がその職務（専任の主任技術者又は専門技術者と兼任する

現場代理人にあっては、それらの者の職務を含む。）の執行につき著しく不適当と認めら

れるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきこ

とを請求することができる。 

２ 発注者又は監督職員は、専任の主任技術者又は専門技術者（これらの者と現場代理人を

兼任する者を除く。）その他受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労働

者等で工事の施工又は管理につき著しく不適当と認められるものがあるときは、受注者に

対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することがで

きる。 

３ 受注者は、前二項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定

し、その結果を請求を受けた日から１０日以内に発注者に通知しなければならない。 

４ 受注者は、監督職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注者

に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することが

できる。 

５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定

し、その結果を請求を受けた日から１０日以内に受注者に通知しなければならない。 

 

（工事材料の品質及び検査等） 

第１３条 工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計図書にその品

質が明示されていない場合にあっては、中等の品質を有するものとする。 



 

２ 受注者は、設計図書において監督職員の検査（確認を含む。以下この条において同

じ。）を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当該検査に合格したも

のを使用しなければならない。この場合において、当該検査に直接要する費用は、受注者

の負担とする。 

３ 監督職員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日から７日以内

に応じなければならない。 

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督職員の承諾を受けないで工事現場外に

搬出してはならない。 

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、第２項の検査の結果不合格と決定された工事材料

については、当該決定を受けた日から７日以内に工事現場外に搬出しなければならない。 

 

（監督職員の立会い及び工事記録の整備等） 

第１４条 受注者は、設計図書において監督職員の立会いの上調合し、又は調合について見

本検査を受けるものと指定された工事材料については、当該立会いを受けて調合し、又は

当該見本検査に合格したものを使用しなければならない。 

２ 受注者は、設計図書において監督職員の立会いの上施工するものと指定された工事につ

いては、当該立会いを受けて施工しなければならない。 

３ 受注者は、前二項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設計図書において

見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指定した工事材料の調合又は工事の施工を

するときは、設計図書に定めるところにより、当該見本又は工事写真等の記録を整備し、

監督職員の請求があったときは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければなら

ない。 

４ 監督職員は、受注者から第１項又は第２項の立会い又は見本検査を請求されたときは、

当該請求を受けた日から７日以内に応じなければならない。 

５ 前項の場合において、監督職員が正当な理由なく受注者の請求に７日以内に応じないた

め、その後の工程に支障をきたすときは、受注者は、監督職員に通知した上、当該立会い

又は見本検査を受けることなく、工事材料を調合して使用し、又は工事を施工することが

できる。この場合において、受注者は、当該工事材料の調合又は当該工事の施工を適切に

行ったことを証する見本又は工事写真等の記録を整備し、監督職員の請求があったとき

は、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならない。 

６ 第１項、第３項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等の記録

の整備に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

 

（支給材料及び貸与品） 

第１５条 発注者が受注者に支給する工事材料（以下「支給材料」という。）及び貸与する

建設機械器具（以下「貸与品」という。）の品名、数量、品質、規格又は性能、引渡場所

及び引渡時期は、設計図書に定めるところによる。 

２ 監督職員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、受注者の立会いの上、発注者

の負担において、当該支給材料又は貸与品を検査しなければならない。この場合におい

て、当該検査の結果、その品名、数量、品質又は規格若しくは性能が設計図書の定めと異

なり、又は使用に適当でないと認めたときは、受注者は、その旨を直ちに発注者に通知し

なければならない。 

３ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日以内に、

発注者に受領書又は借用書を提出しなければならない。 

４ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は貸与品に第２項

の検査により発見することが困難であった隠れた瑕疵があり使用に適当でないと認めたと

きは、その旨を直ちに発注者に通知しなければならない。 



 

５ 発注者は、受注者から第２項後段又は前項の規定による通知を受けた場合において、必

要があると認められるときは、当該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支給材料若しく

は貸与品を引き渡し、支給材料若しくは貸与品の品名、数量、品質若しくは規格若しくは

性能を変更し、又は理由を明示した書面により、当該支給材料若しくは貸与品の使用を受

注者に請求しなければならない。 

６ 発注者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又は貸与品の品

名、数量、品質、規格若しくは性能、引渡場所又は引渡時期を変更することができる。 

７ 発注者は、前二項の場合において、必要があると認められるときは工期若しくは請負代

金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならな

い。 

８ 受注者は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管理しなければならな

い。 

９ 受注者は、設計図書に定めるところにより、工事の完成、設計図書の変更等によって不

用となった支給材料又は貸与品を発注者に返還しなければならない。 

１０ 受注者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失若しくはき損し、又はその

返還が不可能となったときは、発注者の指定した期間内に代品を納め、若しくは原状に復

して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しなければならない。 

１１ 受注者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に明示されていないときは、監

督職員の指示に従わなければならない。 

 

（工事用地の確保等） 

第１６条 発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施工上必要な用地

（以下「工事用地等」という。）を受注者が工事の施工上必要とする日（設計図書に特別

の定めがあるときは、その定められた日）までに確保しなければならない。 

２ 受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならな

い。 

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、当該

工事用地等に受注者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件

（下請負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物

件を撤去するとともに、当該工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなけ

ればならない。 

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、

又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって

当該物件を処分し、工事用地等の修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合に

おいては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出るこ

とができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなけれ

ばならない。 

５ 第３項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の

意見を聴いて定める。 

 

（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等） 

第１７条 受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督職員がそ

の改造を請求したときは、当該請求に従わなければならない。この場合において、当該不

適合が監督職員の指示によるときその他発注者の責めに帰すべき事由によるときは、発注

者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損

害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

２ 監督職員は、受注者が第１３条第２項又は第１４条第１項から第３項までの規定に違反



 

した場合において、必要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊して検査する

ことができる。 

３ 前項に規定するほか、監督職員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認められ

る相当の理由がある場合において、必要があると認められるときは、当該相当の理由を受

注者に通知して、工事の施工部分を最小限度破壊して検査することができる。 

４ 前二項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担とする。 

 

（条件変更等） 

第１８条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見した

ときは、その旨を直ちに監督職員に通知し、その確認を請求しなければならない。 

一 図面、仕様書、入札説明書及び入札説明に対する質問回答書が一致しないこと（これ

らの優先順位が定められている場合を除く。）。 

二 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

三 設計図書の表示が明確でないこと。 

四 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又

は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。 

五 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が

生じたこと。 

２ 監督職員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を

発見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、受

注者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する

必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後１４日以内に、その

結果を受注者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむを得な

い理由があるときは、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長することがで

きる。 

４ 前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、必要があると認め

られるときは、次に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなければならな

い。 

一 第１項第一号から第三号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必要があるもの 

発注者が行う。 

二 第１項第四号又は第五号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴う

もの 発注者が行う。 

三 第１項第四号又は第五号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴わ

ないもの 発注者と受注者とが協議して発注者が行う。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要

があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼ

したときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（入札時積算数量書に疑義が生じた場合における確認の請求等） 

第１８条の２ 受注者は、入札時に発注者が示した入札時積算数量書（一式とされた細目

（設計図書において施工条件が明示された項目を除く。）を除く。以下単に「入札時積

算数量書」という。）に記載された積算数量に疑義が生じたときは、その旨を直ちに監

督職員に通知し、その確認を請求することができる。ただし、当該疑義に係る積算数量

の部分の工事が完了した場合、確認を求めることができないものとする。 

２ 前項の請求は、入札時積算数量書における当該疑義に係る積算数量と、これに対応す

る受注者が入札時に提出した工事費内訳書における当該数量とが同一であると確認でき



 

た場合にのみ行うことができるものとする。 

３ 監督職員は、第１項の請求を受けたとき又は自ら入札時積算数量書に記載された積算

数量に誤謬又は脱漏を発見したときは、直ちに確認を行わなければならない。 

４ 前項の確認の結果、入札時積算数量書の訂正の必要があると認められるときは、発注

者は、受注者と協議して、これを行わなければならない。 

５ 前項の訂正が行われた場合において、発注者は、請負代金額の変更の必要があると認

められるときは、第２４条に定めるところにより、当該変更を行うものとする。この場

合における第２４条第１項本文の規定による協議は、訂正された入札時積算数量書に記

載された積算数量に基づき行うものとする。 

 

（設計図書の変更） 

第１９条 発注者は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図書

の変更内容を受注者に通知して、設計図書を変更することができる。この場合において、

発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者

に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（設計図書の変更に係る受注者の提案） 

第１９条の２ 受注者は、この契約締結後、設計図書に定める工事目的物の機能、性能等を

低下させることなく請負代金額を低減することを可能とする施工方法等の設計図書の変更

について、発注者に提案することができる。 

２ 発注者は、前項の規定に基づく受注者の提案を受けた場合において、提案の全部又は一

部が適正であると認められるときは設計図書を変更し、これを受注者に通知しなければな

らない。 

３ 発注者は、前項の規定により設計図書を変更した場合において、必要があると認められ

るときは、請負代金額を変更しなければならない。 

 

（工事の中止） 

第２０条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地す

べり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」とい

う。）であって受注者の責めに帰すことができないものにより工事目的物等に損害を生じ

若しくは工事現場の状態が変動したため、受注者が工事を施工できないと認められるとき

は、発注者は、工事の中止内容を直ちに受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を

一時中止させなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を受注

者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

３ 発注者は、前二項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要がある

と認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工

事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施

工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費

用を負担しなければならない。 

 

（受注者の請求による工期の延長） 

第２１条 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他受

注者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を完成することができないとき

は、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延長変更を請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるとき

は、工期を延長しなければならない。発注者は、その工期の延長が発注者の責めに帰すべ



 

き事由による場合においては、請負代金額について必要と認められる変更を行い、又は受

注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（発注者の請求による工期の短縮等） 

第２２条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変更

を受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、この契約書の他の条項の規定により工期を延長すべき場合において、特別の

理由があるときは、延長する工期について、通常必要とされる工期に満たない工期への変

更を請求することができる。 

３ 発注者は、前二項の場合において、必要があると認められるときは請負代金額を変更

し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（工期の変更方法） 

第２３条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始

の日から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知す

るものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた日（第２１条の場合にあっては

発注者が工期変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受注者が工期変更の請求を受

けた日）から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を

定め、発注者に通知することができる。 

 

（請負代金額の変更方法等） 

第２４条 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協

議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知す

る。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知す

るものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を

通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

３ この契約書の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に

発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。 

 

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第２５条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から１２月を経過した後に日本

国内における賃金水準又は物価水準の変動により請負代金額が不適当となったと認めたと

きは、相手方に対して請負代金額の変更を請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額（請

負代金額から当該請求時の出来形部分に相応する請負代金額を控除した額をいう。以下同

じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前残工事

代金額に相応する額をいう。以下同じ。）との差額のうち変動前残工事代金額の１０００

分の１５を超える額につき、請負代金額の変更に応じなければならない。 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指数

等に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に

協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度行う

ことができる。この場合においては、同項中「請負契約締結の日」とあるのは、「直前の

この条に基づく請負代金額変更の基準とした日」とするものとする。 

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生



 

じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほ

か、請負代金額の変更を請求することができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフレ

ーション又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったときは、発注者

又は受注者は、前各項の規定にかかわらず、請負代金額の変更を請求することができる。 

７ 前二項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議して

定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者

が定め、受注者に通知する。 

８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注

者に通知しなければならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請求を行っ

た日又は受けた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開

始の日を定め、発注者に通知することができる。 

 

（臨機の措置） 

第２６条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなけ

ればならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ監

督職員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、こ

の限りでない。 

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督職員に直ちに通知しな

ければならない。 

３ 監督職員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、受注者に対

して臨機の措置をとることを請求することができる。 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要

した費用のうち、受注者が請負代金額の範囲において負担することが適当でないと認めら

れる部分については、発注者が負担する。 

 

（一般的損害） 

第２７条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害その他工

事の施工に関して生じた損害（次条第１項若しくは第２項又は第２９条第１項に規定する

損害を除く。）については、受注者がその費用を負担する。ただし、その損害（第５１条

第１項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。）のうち発注者の責

めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

 

（第三者に及ぼした損害） 

第２８条 工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償し

なければならない。ただし、その損害（第５１条第１項の規定により付された保険等によ

りてん補された部分を除く。以下この条において同じ。）のうち発注者の責めに帰すべき

事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振動、地

盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がその損害

を負担しなければならない。ただし、その損害のうち工事の施工につき受注者が善良な管

理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、受注者が負担する。 

３ 前二項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合においては、

発注者及び受注者は協力してその処理解決に当たるものとする。 

 

（不可抗力による損害） 

第２９条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当



 

該基準を超えるものに限る。）で発注者と受注者のいずれの責めにも帰すことができない

もの（以下この条において「不可抗力」という。）により、工事目的物、仮設物又は工事

現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害が生じたときは、受注者は、その

事実の発生後直ちにその状況を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害（受

注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第５１条第１項の規定によ

り付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条において「損害」とい

う。）の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担を

発注者に請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったときは、

当該損害の額（工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械

器具であって第１３条第２項、第１４条第１項若しくは第２項又は第３７条第３項の規定

による検査、立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認することができるもの

に係る額に限る。）及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（以下この条にお

いて「損害合計額」という。）のうち請負代金額の１００分の１を超える額を負担しなけ

ればならない。 

５ 損害の額は、次に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、算定す

る。 

一 工事目的物に関する損害 

  損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合にはその評

価額を差し引いた額とする。 

二 工事材料に関する損害 

  損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金額とし、残存

価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。 

三 仮設物又は建設機械器具に関する損害 

  損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められるものについて、当該工

事で償却することとしている償却費の額から損害を受けた時点における工事目的物に相

応する償却費の額を差し引いた額とする。ただし、修繕によりその機能を回復すること

ができ、かつ、修繕費の額が上記の額より少額であるものについては、その修繕費の額

とする。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可抗力

による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害の額」とあるのは「損害の額の

累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付けに要す

る費用の額の累計」と、「請負代金額の１００分の１を超える額」とあるのは「請負代金

額の１００分の１を超える額から既に負担した額を差し引いた額」として同項を適用す

る。 

 

（請負代金額の変更に代える設計図書の変更） 

第３０条 発注者は、第８条、第１５条、第１７条から第２２条まで、第２５条から第２７

条まで、前条又は第３３条の規定により請負代金額を増額すべき場合又は費用を負担すべ

き場合において、特別の理由があるときは、請負代金額の増額又は負担額の全部又は一部

に代えて設計図書を変更することができる。この場合において、設計図書の変更内容は、

発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わ

ない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知し

なければならない。ただし、発注者が同項の請負代金額を増額すべき事由又は費用を負担



 

すべき事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協

議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

 

（検査及び引渡し） 

第３１条 受注者は、工事を完成したときは、その旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者又は発注者が検査を行う者として定めた職員（以下「検査職員」という。）は、

前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から１４日以内に受注者の立会い

の上、設計図書に定めるところにより、工事の完成を確認するための検査を完了し、当該

検査の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者又は検査職員

は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、工事目的物を最小限

度破壊して検査することができる。 

３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

４ 発注者は、第２項の検査によって工事の完成を確認した後、受注者が工事目的物の引渡

しを申し出たときは、直ちに当該工事目的物の引渡しを受けなければならない。 

５ 発注者は、受注者が前項の申出を行わないときは、当該工事目的物の引渡しを請負代金

の支払いの完了と同時に行うことを請求することができる。この場合においては、受注者

は、当該請求に直ちに応じなければならない。 

６ 受注者は、工事が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者又は検査職

員の検査を受けなければならない。この場合においては、修補の完了を工事の完成とみな

して前五項の規定を適用する。 

 

（請負代金の支払い） 

第３２条 受注者は、前条第２項（同条第６項後段の規定により適用される場合を含む。以

下この条において同じ。）の検査に合格したときは、請負代金の支払いを請求することが

できる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から４０日以内に請

負代金を支払わなければならない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に検査をしないときは、そ

の期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、前項の期間（以下この項にお

いて「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合において、その遅

延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超え

た日において満了したものとみなす。 

 

（部分使用） 

第３３条 発注者は、第３１条第４項又は第５項の規定による引渡し前においても、工事目

的物の全部又は一部を受注者の承諾を得て使用することができる。 

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用し

なければならない。 

３ 発注者は、第１項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことによって受注

者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

 

（前金払） 

第３４条 受注者は、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４

号）第２条第４項に規定する保証事業会社（以下「保証事業会社」という。）と、契約書

記載の工事完成の時期を保証期限とする同条第５項に規定する保証契約（以下「保証契

約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金額の１０分の４以

内の前払金の支払いを発注者に請求することができる。 



 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から１４日以内に前

払金を支払わなければならない。 

３ 受注者は、第１項の規定により前払金の支払いを受けた後、保証事業会社と中間前払金

に関し、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする保証契約を締結し、その保証証書

を発注者に寄託して、請負代金額の１０分の２以内の中間前払金の支払いを発注者に請求

することができる。前項の規定は、この場合について準用する。 

４ 受注者は、前項の中間前払金の支払いを請求しようとするときは、あらかじめ、発注者

又は発注者の指定する者の中間前金払に係る認定を受けなければならない。この場合にお

いて、発注者又は発注者の指定する者は、受注者の請求があったときは、直ちに認定を行

い、当該認定の結果を受注者に通知しなければならない。 

５ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代金額の

１０分の４（第３項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは１０分の６）か

ら受領済みの前払金額（中間前払金の支払いを受けている場合には、中間前払金を含む。

以下この条から第３６条まで、第４０条、第４３条、第４６条及び第５０条において同

じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金の支払いを請求することができる。

この場合においては、第２項の規定を準用する。 

６ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が減額後

の請負代金額の１０分の５（第３項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは

１０分の６）を超えるときは、受注者は、請負代金額が減額された日から３０日以内にそ

の超過額を返還しなければならない。ただし、本項の期間内に第３７条又は第３８条の規

定による支払いをしようとするときは、発注者は、その支払額の中からその超過額を控除

することができる。 

７ 前項の期間内で前払金の超過額を返還する前にさらに請負代金額を増額した場合におい

て、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額以上の額であるときは、受注者は、その超

過額を返還しないものとし、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額未満の額であると

きは、受注者は、受領済みの前払金の額からその増額後の請負代金額の１０分の５（第３

項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは１０分の６）の額を差し引いた額

を返還しなければならない。 

８ 発注者は、受注者が第６項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還額に

つき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ、

年２．７パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを請求することができる。 

 

（保証契約の変更） 

第３５条 受注者は、前条第５項の規定により受領済みの前払金に追加してさらに前払金の

支払いを請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を発注者

に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合において、保証契約

を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄託しなければならない。 

３ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に代わり

その旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

 

（前払金の使用等） 

第３６条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費

（この工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕

費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払

いに充当してはならない。ただし、平成２８年４月１日から平成３０年３月３１日まで

に、新たに請負契約を締結する工事に係る前払金で、平成29年４月１日から平成３０年３



 

月３１日までに払出しが行われるものについては、前払金の１００分の２５を超える額及

び中間前払金を除き、この工事の現場管理費及び一般管理費等のうちこの工事の施工に要

する費用に係る支払いに充当することができる。 

 

（部分払） 

第３７条 受注者は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材料及

び製造工場等にある工場製品（第１３条第２項の規定により監督職員の検査を要するもの

にあっては当該検査に合格したもの、監督職員の検査を要しないものにあっては設計図書

で部分払の対象とすることを指定したものに限る。）に相応する請負代金相当額の１０分

の９以内の額について、次項から第７項までに定めるところにより部分払を請求すること

ができる。ただし、この請求は、工期中 回を超えることができない。 

２ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部分

又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは製造工場等にある工場製品の確認を発注者に

請求しなければならない。 

３ 発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から１４日以内に、受注者の立会

いの上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い、当該確認

の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者は、必要があると

認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査す

ることができる。 

４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

５ 受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求することができる。

この場合においては、発注者は、当該請求を受けた日から１４日以内に部分払金を支払わ

なければならない。 

６ 部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において第１項の請負代金相当額

は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が第３項前段の通知をした日か

ら１０日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

部分払金の額≦第１項の請負代金相当額×（９／１０－前払金額／請負代金額） 

７ 第５項の規定により部分払金の支払いがあった後、再度部分払の請求をする場合におい

ては、第１項及び前項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部分払

の対象となった請負代金相当額を控除した額」とするものとする。 

 

（部分引渡し） 

第３８条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先だって引渡しを

受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）がある場合において、当該

指定部分の工事が完了したときについては、第３１条中「工事」とあるのは「指定部分に

係る工事」と、「工事目的物」とあるのは「指定部分に係る工事目的物」と、同条第５項

及び第３２条中「請負代金」とあるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み替えて、こ

れらの規定を準用する。 

２ 前項の規定により準用される第３２条第１項の規定により請求することができる部分引

渡しに係る請負代金の額は、次の式により算定する。この場合において、指定部分に相応

する請負代金の額は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の規定

により準用される第３１条第２項の検査の結果の通知をした日から１４日以内に協議が整

わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

部分引渡しに係る請負代金の額＝指定部分に相応する請負代金の額×（１－前払金額／

請負代金額） 

 

（国庫債務負担行為に係る契約の特則） 



 

第３９条 国庫債務負担行為に係る契約において、各会計年度における請負代金の支払いの

限度額（以下「支払限度額」という。）は、次のとおりとする。 

年度        円 

年度        円 

年度        円 

２ 支払限度額に対応する各会計年度の出来高予定額は、次のとおりである。 

年度        円 

年度        円 

年度        円 

３ 発注者は、予算上の都合その他の必要があるときは、第１項の支払限度額及び前項の出

来高予定額を変更することができる。 

 

（国庫債務負担行為に係る契約の前金払の特則） 

第４０条 国庫債務負担行為に係る契約の前金払については、第３４条中「契約書記載の工

事完成の時期」とあるのは「契約書記載の工事完成の時期（最終の会計年度以外の会計年

度にあっては、各会計年度末）」と、同条及び第３５条中「請負代金額」とあるのは「当

該会計年度の出来高予定額（前会計年度末における第３７条第１項の請負代金相当額（以

下この条及び次条において「請負代金相当額」という。）が前会計年度までの出来高予定

額を超えた場合において、当該会計年度の当初に部分払をしたときは、当該超過額を控除

した額）」と読み替えて、これらの規定を準用する。ただし、この契約を締結した会計年

度（以下「契約会計年度」という。）以外の会計年度においては、受注者は、予算の執行

が可能となる時期以前に前払金の支払いを請求することはできない。 

２ 前項の場合において、契約会計年度について前払金を支払わない旨が設計図書に定めら

れているときには、同項の規定により準用される第３４条第１項の規定にかかわらず、受

注者は、契約会計年度について前払金の支払いを請求することができない。 

３ 第１項の場合において、契約会計年度に翌会計年度分の前払金を含めて支払う旨が設計

図書に定められているときには、同項の規定により準用される第３４条第１項の規定にか

かわらず、受注者は、契約会計年度に翌会計年度に支払うべき前払金相当分

（          円以内）を含めて前払金の支払いを請求することができる。 

４ 第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度までの出来

高予定額に達しないときには、同項の規定により準用される第３４条第１項の規定にかか

わらず、受注者は、請負代金相当額が前会計年度までの出来高予定額に達するまで当該会

計年度の前払金の支払いを請求することができない。 

５ 第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度までの出来

高予定額に達しないときには、その額が当該出来高予定額に達するまで前払金の保証期限

を延長するものとする。この場合においては、第３５条第３項の規定を準用する。 

 

（国庫債務負担行為に係る契約の部分払の特則） 

第４１条 国庫債務負担行為に係る契約において、前会計年度末における請負代金相当額が

前会計年度までの出来高予定額を超えた場合においては、受注者は、当該会計年度の当初

に当該超過額（以下「出来高超過額」という。）について部分払を請求することができ

る。ただし、契約会計年度以外の会計年度においては、受注者は、予算の執行が可能とな

る時期以前に部分払の支払いを請求することはできない。なお、中間前払金制度を選択し

た場合には、出来高超過額について部分払を請求することはできない。 

２ この契約において、前払金の支払いを受けている場合の部分払金の額については、第３

７条第６項及び第７項の規定にかかわらず、次の式により算定する。 

(ａ) 部分払金の額≦請負代金相当額×９／１０－（前会計年度までの支払金額＋当該



 

会計年度の部分払金額）－｛請負代金相当額－（前会計年度までの出来高予定額＋出

来高超過額）｝×当該会計年度前払金額／当該会計年度の出来高予定額 

(ｂ) 部分払金の額≦請負代金相当額×９／１０－前会計年度までの支払金額－（請負

代金相当額－前会計年度までの出来高予定額）×（当該会計年度前払金額＋当該会計

年度の中間前払金額）／当該会計年度の出来高予定額 

３ 各会計年度において、部分払を請求できる回数は、次のとおりとする。 

年度       回 

年度       回 

年度       回 

 

（第三者による代理受領） 

第４２条 受注者は、発注者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領につき、第三者を

代理人とすることができる。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合において、受注者の提

出する支払請求書に当該第三者が受注者の代理人である旨の明記がなされているときは、

当該第三者に対して第３２条（第３８条において準用する場合を含む。）又は第３７条の

規定に基づく支払いをしなければならない。 

 

（前払金等の不払に対する工事中止） 

第４３条 受注者は、発注者が第３４条、第３７条又は第３８条において準用される第３２

条の規定に基づく支払いを遅延し、相当の期間を定めてその支払いを請求したにもかかわ

らず支払いをしないときは、工事の全部又は一部の施工を一時中止することができる。こ

の場合においては、受注者は、その理由を明示した書面により、直ちにその旨を発注者に

通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が工事の施工を中止した場合において、必要がある

と認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工

事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施

工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費

用を負担しなければならない。 

 

（瑕疵担保） 

第４４条 発注者は、工事目的物に瑕疵があるときは、受注者に対して相当の期間を定めて

その瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を請求するこ

とができる。ただし、瑕疵が重要ではなく、かつ、その修補に過分の費用を要するとき

は、発注者は、修補を請求することができない。 

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、第３１条第４項又は第５項（第３

８条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定による引渡しを受けた日から

１年以内に行わなければならない。ただし、その瑕疵が受注者の故意又は重大な過失によ

り生じた場合には、当該請求を行うことのできる期間は１０年とする。 

３ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に瑕疵があることを知ったときは、第１項の規定に

かかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該瑕疵の修補又は損害賠償の請

求をすることはできない。ただし、受注者がその瑕疵があることを知っていたときは、こ

の限りでない。 

４ この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第９４

条第１項に規定する住宅新築請負契約である場合には、工事目的物のうち住宅の品質確保

の促進等に関する法律施行令（平成１２年政令第６４号）第５条に定める部分の瑕疵（構

造耐力又は雨水の浸入に影響のないものを除く。）について修補又は損害賠償の請求を行



 

うことのできる期間は、１０年とする。 

５ 発注者は、工事目的物が第１項の瑕疵により滅失又はき損したときは、第２項又は前項

の定める期間内で、かつ、その滅失又はき損の日から６月以内に第１項の権利を行使しな

ければならない。 

６ 第１項の規定は、工事目的物の瑕疵が支給材料の性質又は発注者若しくは監督職員の指

図により生じたものであるときは適用しない。ただし、受注者がその材料又は指図が不適

当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。 

 

（履行遅滞の場合における損害金等） 

第４５条 受注者の責めに帰すべき事由により工期内に工事を完成することができない場合

においては、発注者は、損害金の支払いを受注者に請求することができる。 

２ 前項の損害金の額は、請負代金額から出来形部分及び部分引渡しを受けた部分に相応す

る請負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年５パーセントの割合で計算した額

とする。 

３ 発注者の責めに帰すべき事由により、第３２条第２項（第３８条において準用する場合

を含む。）の規定による請負代金の支払いが遅れた場合においては、受注者は、未受領金

額につき、遅延日数に応じ、年２．７パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払い

を発注者に請求することができる。 

 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第４５条の２ 受注者（共同企業体にあっては、その構成員）が、次に掲げる場合のいずれ

かに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、請負代金額（この契約締結後、

請負代金額の変更があった場合には、変更後の請負代金額。次項において同じ。）の 10

分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22

年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が

構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、

公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３

において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」

という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法

第 63 条第２項の規定により取り消された場合を含む。以下この条において同じ。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（こ

れらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」とい

う。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者

等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合におけ

る当該命令をいう。次号及び次項第２号において同じ。）において、この契約に関し、

独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があ

ったとされたとき。 

三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は

第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象

となった取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係

る事件について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したとき

は、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除

く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に

該当するものであるとき。 

四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。次項第２号

において同じ。）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89 条

第１項若しくは第 95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 



 

２ この契約に関し、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注

者の請求に基づき、前項に規定する請負代金額の 10 分の１に相当する額のほか、請負代

金額の 100 分の５に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければ

ならない。 

一 前項第１号に規定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法第７条

の２第８項又は第９項の規定の適用があるとき。 

二 前項第２号に規定する納付命令若しくは排除措置命令又は同項第４号に規定する刑に

係る確定判決において、受注者が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。 

３ 受注者が前２項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当

該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年５パーセントの割合で計算

した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

４ 受注者は、契約の履行を理由として、第１項及び第２項の違約金を免れることができな

い。 

５ 第１項及び第２項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場

合において、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（公共工事履行保証証券による保証の請求） 

第４６条 第４条第１項の規定によりこの契約による債務の履行を保証する公共工事履行保

証証券による保証が付された場合において、受注者が次条第１項各号のいずれかに該当す

るときは、発注者は、当該公共工事履行保証証券の規定に基づき、保証人に対して、他の

建設業者を選定し、工事を完成させるよう請求することができる。 

２ 受注者は、前項の規定により保証人が選定し発注者が適当と認めた建設業者（以下この

条において「代替履行業者」という。）から発注者に対して、この契約に基づく次の各号

に定める受注者の権利及び義務を 承継する旨の通知が行われた場合には、代替履行業者

に対して当該権利及び義務を承継させる。 

一 請負代金債権（前払金、部分払金又は部分引渡しに係る請負代金として受注者に既に

支払われたものを除く。） 

二 工事完成債務 

三 瑕疵担保債務（受注者が施工した出来形部分の瑕疵に係るものを除く。） 

四 解除権 

五 その他この契約に係る一切の権利及び義務（第２８条の規定により受注者が施工した

工事に関して生じた第三者への損害賠償債務を除く。） 

３ 発注者は、前項の通知を代替履行業者から受けた場合には、代替履行業者が同項各号に

規定する受注者の権利及び義務を承継することを承諾する。 

４ 第１項の規定による発注者の請求があった場合において、当該公共工事履行保証証券の

規定に基づき、保証人から保証金が支払われたときには、この契約に基づいて発注者に対

して受注者が負担する損害賠償債務その他の費用の負担に係る債務（当該保証金の支払わ

れた後に生じる違約金等を含む。）は、当該保証金の額を限度として、消滅する。 

 

（発注者の解除権） 

第４７条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除する

ことができる。 

一 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 

二 その責めに帰すべき事由により工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期間内

に工事を完成する見込みが明らかにないと認められるとき。 

三 第１０条第１項第二号に掲げる者を設置しなかったとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を達

することができないと認められるとき。 



 

五 第４９条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

六 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号

において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその

役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者をい

う。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において

「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

ロ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する

暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与して

いると認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認め

られるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。 

ヘ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方がイから

ホまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められ

るとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購

入契約その他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、発注

者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第４７条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、請負代金額の

１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければなら

ない。 

一 前条の規定によりこの契約が解除された場合 

二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰すべき事由によって受注

者の債務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみな

す。 

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法

律第７５号）の規定により選任された破産管財人 

二 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）の規定により選任された管財人 

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１

年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等 

３ 第１項の場合（前条第６号の規定により、この契約が解除された場合を除く。）にお

いて、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われてい

るときは、発注者は、当該契約保証金又は担保をもって第１項の違約金に充当すること

ができる。 

 

（発注者の任意解除権） 

第４８条 発注者は、工事が完成するまでの間は、第４７条の規定によるほか、必要がある

ときは、この契約を解除することができる。 



 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼしたと

きは、その損害を賠償しなければならない。 

 

（受注者の解除権） 

第４９条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することがで

きる。 

一 第１９条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以上減少したと

き。 

二 第２０条の規定による工事の施工の中止期間が工期の１０分の５（工期の１０分の５

が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が工事の一部のみの場合

は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後３月を経過しても、なおその中止が

解除されないとき。 

三 発注者がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の履行が不可能となったと

き。 

２ 受注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、損害があるときは、そ

の損害の賠償を発注者に請求することができる。 

 

（解除に伴う措置） 

第５０条 発注者は、この契約が解除された場合においては、出来形部分を検査の上、当該

検査に合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受けるものとし、当該

引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分に相応する請負代金を受注者に支

払わなければならない。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、

その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

３ 第１項の場合において、第３４条（第４０条において準用する場合を含む。）の規定に

よる前払金があったときは、当該前払金の額（第３７条及び第４１条の規定による部分払

をしているときは、その部分払において償却した前払金の額を控除した額）を同項前段の

出来形部分に相応する請負代金額から控除する。この場合において、受領済みの前払金額

になお余剰があるときは、受注者は、解除が第４７条又は第４７条の２第２項の規定によ

るときにあっては、その余剰額に前払金の支払いの日から返還の日までの日数に応じ年

２．７パーセントの割合で計算した額の利息を付した額を、解除が前二条の規定によると

きにあっては、その余剰額を発注者に返還しなければならない。 

４ 受注者は、この契約が解除された場合において、支給材料があるときは、第１項の出来

形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者に返還しなければなら

ない。この場合において、当該支給材料が受注者の故意若しくは過失により滅失若しくは

き損したとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった部分に使用されているときは、代

品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければな

らない。 

５ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品があるときは、当該貸与品を発

注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が受注者の故意又は過失

により滅失又はき損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に

代えてその損害を賠償しなければならない。 

６ 受注者は、この契約が解除された場合において、工事用地等に受注者が所有又は管理す

る工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれらの

物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、工事用地等を修

復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、



 

又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって

当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合に

おいては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出るこ

とができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなけれ

ばならない。 

８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等について

は、この契約の解除が第４７条又は第４７条の２第２項の規定によるときは発注者が定め、

前二条の規定によるときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、第４項後段、

第５項後段及び第６項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注

者が受注者の意見を聴いて定めるものとする。 

 

（火災保険等） 

第５１条 受注者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下この条において同

じ。）等を設計図書に定めるところにより火災保険、建設工事保険その他の保険（これに

準ずるものを含む。以下この条において同じ。）に付さなければならない。 

２ 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わるも

のを直ちに発注者に提示しなければならない。 

３ 受注者は、工事目的物及び工事材料等を第１項の規定による保険以外の保険に付したと

きは、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 

 

（制裁金等の徴収） 

第５２条 受注者がこの契約に基づく制裁金、賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定す

る期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間を経

過した日から請負代金額支払いの日まで年５パーセントの割合で計算した利息を付した額

と、発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し、なお不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年５パーセントの割

合で計算した額の延滞金を徴収する。 

 

（あっせん又は調停） 

第５３条 この契約書の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるものにつき協議

が整わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服がある場合その他この契約に関

して発注者と受注者との間に紛争を生じた場合には、発注者及び受注者は、建設業法によ

る  建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）のあっせん又は調停によりその解

決を図る。 

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、専任の主任技術者又

は専門技術者その他受注者が工事を施工するために使用している下請負人、労働者等の工

事の施工又は管理に関する紛争及び監督職員の職務の執行に関する紛争については、第１

２条第３項の規定により受注者が決定を行った後若しくは同条第５項の規定により発注者

が決定を行った後、又は発注者若しくは受注者が決定を行わずに同条第３項若しくは第５

項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者は、前項のあっせん又は調停を請求

することができない。 

 

（仲裁） 

第５４条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の調停人又は審査会のあっせん又

は調停により紛争を解決する見込みがないと認めたときは、同条の規定にかかわらず、仲

裁合意書に基づき、審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服する。 

 



 

（情報通信の技術を利用する方法） 

第５５条 この契約書において書面により行わなければならないこととされている請求、通

知、報告、申出、承諾、解除及び指示は、建設業法その他の法令に違反しない限りにおい

て、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法を用いて行

うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければならず、その具

体的な取扱は設計図書に定めるものとする。 

 

（補則） 

第５６条 この契約書に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議

して定める。 

 

 

 

本契約の証として本書二通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自一通を保

有する。 

 

 

 本契約において、契約書第３７条および第３８条は、削除する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

発注者           印 

 

 

 

 

 

 

受注者           印 



                            

 

平成  年度 

第    号 

 

 

 

 
工 事 請 負 契 約 書 

 

 
 
  工事名 東京国際空港新貴賓室新築工事 

 

 

 

 

 

 

 
受注者 

 
 
 
 
 
 
 



                            

                 （特定ＪＶ用） 

 
工 事 請 負 契 約 書  

 

 

１ 工事名    東京国際空港新貴賓室新築工事 

 

 

２ 工事場所   東京都大田区羽田空港内 

 

 

３ 工期     自 平成   年  月  日 

 

至 平成 ３２年 ６月 ３０日 

 

 

４ 請負代金額   ￥ － 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額￥ －） 

 

 

５ 契約保証金   ￥ － 

 

 

６ 調停人 

 

 

７ 解体工事に要する費用等 

 

 

８ 住宅建設瑕疵担保責任保険 

 

 

９ 反社会的勢力の排除に関する特約条項 別添のとおり 

 

 

 

 

上記の工事について、発注者と受注者は、各々の対等な立場における合意に基づいて、別

添の条項によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は別紙の特定建設工事共同企

業体協定書（甲型）により契約書記載の工事を共同連帯して請け負う。 

 

 

 

 

 



                            

 

（総則） 

第１条 発注者及び受注者は、この契約書（頭書を含む。以下同じ。）に基づき、設計図書

（別冊の図面、仕様書、入札説明書及び入札説明に対する質問回答書をいう。以下同

じ。）に従い、日本国の法令を遵守し、この契約（この契約書及び設計図書を内容とする

工事の請負契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の工事を契約書記載の工期内に完成し、工事目的物を発注者に引

き渡すものとし、発注者は、その請負代金を支払うものとする。 

３ 仮設、施工方法その他工事目的物を完成するために必要な一切の手段（以下「施工方法

等」という。）については、この契約書及び設計図書に特別の定めがある場合を除き、受

注者がその責任において定める。 

４ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

５ この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除は、書面により行わなけれ

ばならない。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、日本語とする。 

７ この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単位は、設計図書に特別の

定めがある場合を除き、計量法（平成４年法律第５１号）に定めるものとする。 

９ この契約書及び設計図書における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９

号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。 

１０ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

１１ この契約に係る訴訟については、日本国の裁判所をもって合意による専属的管轄裁判

所とする。 

１２ 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契約に基づくす

べての行為を共同企業体の代表者に対して行うものとし、発注者が当該代表者に対して行

ったこの契約に基づくすべての行為は、当該企業体のすべての構成員に対して行ったもの

とみなし、また、受注者は、発注者に対して行うこの契約に基づくすべての行為について

当該代表者を通じて行わなければならない。 

 

（関連工事の調整） 

第２条 発注者は、受注者の施工する工事及び発注者の発注に係る第三者の施工する他の工

事が施工上密接に関連する場合において、必要があるときは、その施工につき、調整を行

うものとする。この場合においては、受注者は、発注者の調整に従い、当該第三者の行う

工事の円滑な施工に協力しなければならない。 

 

（請負代金内訳書及び工程表） 

第３条 受注者は、この契約締結後１４日以内に設計図書に基づいて、請負代金内訳書（以

下「内訳書」という。）及び工程表を作成し、発注者に提出しなければならない。 

２ 内訳書及び工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

 

（契約の保証） 

第４条（Ａ） 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付

さなければならない。ただし、第五号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直

ちにその保険証券を発注者に寄託しなければならない。 

一 契約保証金の納付 

二 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

三 この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証する銀行、発注者が



                            

確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭

和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）

の保証 

四 この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

五 この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第４項において「保証の

額」という。）は、請負代金額の１０分の３以上としなければならない。 

３ 第１項の規定により、受注者が同項第二号又は第三号に掲げる保証を付したときは、当

該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第四号又は第五号

に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

４ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の１０分の３に達

するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することができ、受注者は、保証の額の減額

を請求することができる。 

 

第４条（Ｂ） 受注者は、この契約の締結と同時に、この契約による債務の履行を保証する

公共工事履行保証証券による保証（瑕疵担保特約を付したものに限る。）を付さなければ

ならない。 

２ 前項の場合において、保証金額は、請負代金額の１０分の○以上としなければならな

い。 

３ 請負代金額の変更があった場合には、保証金額が変更後の請負代金額の１０分の○に達

するまで、発注者は、保証金額の増額を請求することができ、受注者は、保証金額の減額

を請求することができる。 

 

（権利義務の譲渡等） 

第５条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させて

はならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受注者は、工事目的物、工事材料（工場製品を含む。以下同じ。）のうち第１３条第２

項の規定による検査に合格したもの及び第３７条第３項の規定による部分払のための確認

を受けたもの並びに工事仮設物を第三者に譲渡し、貸与し、又は抵当権その他の担保の目

的に供してはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合は、この限りでな

い。 

 

（一括委任又は一括下請負の禁止） 

第６条 受注者は、工事の全部若しくはその主たる部分又は他の部分から独立してその機能

を発揮する工作物の工事を一括して第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。 

 

（下請負人の通知） 

第７条 発注者は、受注者に対して、下請負人の商号又は名称その他必要な事項の通知を請

求することができる。 

 

（受注者の契約の相手方となる下請負人の健康保険等加入義務等） 

第７条の２ 受注者は、次の各号に掲げる届出の義務を履行していない建設業者（建設業法

（昭和 24 年法律第 100 号）第２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がな

い者を除く。以下「社会保険等未加入建設業者」という。）を下請契約(受注者が直接締

結する下請契約に限る。以下この条において同じ。) の相手方としてはならない。 

一 健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条の規定による届出の義務 

二 厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 27 条の規定による届出の義務 



                            

三 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出の義務 

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、当該建設業者と下請契約を締結しなければ工事の

施工が困難となる場合その他の特別の事情があると発注者が認める場合は、社会保険等未

加入建設業者を下請契約の相手方とすることができる。この場合において、受注者は、発

注者の指定する期間内に、当該社会保険等未加入建設業者が前項各号に掲げる届出の義務

を履行し、当該事実を確認することのできる書類を発注者に提出しなければならない。 

３ 発注者が、受注者が第１項の規定に違反していると認める場合又は前項前段に定める特

別の事情があると発注者が認めたにもかかわらず、受注者が同項後段に定める期間内に書

類を提出しなかった場合において、受注者は、発注者の請求に基づき、違約罰（制裁金）

として、受注者が当該社会保険等未加入建設業者と締結した下請契約の最終の請負代金の

額の10分の１に相当する額を発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

 

（特許権等の使用） 

第８条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護

される第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている工事材料、施工方

法等を使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、

発注者がその工事材料、施工方法等を指定した場合において、設計図書に特許権等の対象

である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注者は、受注

者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

 

（監督職員） 

第９条 発注者は、監督職員を置いたときは、その氏名を受注者に通知しなければならな

い。監督職員を変更したときも同様とする。 

２ 監督職員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく発注者の権限

とされる事項のうち発注者が必要と認めて監督職員に委任したもののほか、設計図書に定

めるところにより、次に掲げる権限を有する。 

一 この契約の履行についての受注者又は受注者の現場代理人に対する指示、承諾又は協

議 

二 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作成した

詳細図等の承諾 

三 設計図書に基づく工程の管理、立会い、工事の施工状況の検査又は工事材料の試験若

しくは検査（確認を含む。） 

３ 発注者は、二名以上の監督職員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそれぞ

れの監督職員の有する権限の内容を、監督職員にこの契約書に基づく発注者の権限の一部

を委任したときにあっては当該委任した権限の内容を、受注者に通知しなければならな

い。 

４ 第２項の規定に基づく監督職員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなけれ

ばならない。 

５ この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除については、設計図書に定

めるものを除き、監督職員を経由して行うものとする。この場合においては、監督職員に

到達した日をもって発注者に到達したものとみなす。 

 

（現場代理人及び主任技術者等） 

第１０条 受注者は、次の各号に掲げる者を定めて工事現場に設置し、設計図書に定めると

ころにより、その氏名その他必要な事項を発注者に通知しなければならない。これらの者

を変更したときも同様とする。 

一 現場代理人 



                            

二 （a）[専任の]主任技術者 

（b）[専任の]監理技術者 

三 専門技術者（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の２に規定する技術者

をいう。以下同じ。） 

２ 現場代理人は、この契約の履行に関し、工事現場に常駐し、その運営、取締りを行うほ

か、請負代金額の変更、工期の変更、請負代金の請求及び受領、第１２条第１項の請求の

受理、同条第３項の決定及び通知、同条第４項の請求、同条第５項の通知の受理並びにこ

の契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限を行使することが

できる。 

３ 発注者は、前項の規定にかかわらず、現場代理人の工事現場における運営、取締り及び

権限の行使に支障がなく、かつ、発注者との連絡体制が確保されると認めた場合には、現

場代理人について工事現場における常駐を要しないこととすることができる。 

４ 受注者は、第２項の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委任せず

自ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を発注者に通知し

なければならない。 

５ 現場代理人、(a)[専任の]主任技術者又は(b)[専任の]監理技術者及び専門技術者は、こ

れを兼ねることができる。 

 

（履行報告） 

第１１条 受注者は、設計図書に定めるところにより、この契約の履行について発注者に報

告しなければならない。 

 

（工事関係者に関する措置請求） 

第１２条 発注者は、現場代理人がその職務（(a)[専任の]主任技術者又は(b)[専任の]監理

技術者）又は専門技術者と兼任する現場代理人にあっては、それらの者の職務を含む。）

の執行につき著しく不適当と認められるときは、受注者に対して、その理由を明示した書

面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

２ 発注者又は監督職員は、(a)[専任の]主任技術者又は(b)[専任の]監理技術者又は専門技

術者（これらの者と現場代理人を兼任する者を除く。）その他受注者が工事を施工するた

めに使用している下請負人、労働者等で工事の施工又は管理につき著しく不適当と認めら

れるものがあるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を

とるべきことを請求することができる。 

３ 受注者は、前二項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定

し、その結果を請求を受けた日から１０日以内に発注者に通知しなければならない。 

４ 受注者は、監督職員がその職務の執行につき著しく不適当と認められるときは、発注者

に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することが

できる。 

５ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定

し、その結果を請求を受けた日から１０日以内に受注者に通知しなければならない。 

 

（工事材料の品質及び検査等） 

第１３条 工事材料の品質については、設計図書に定めるところによる。設計図書にその品

質が明示されていない場合にあっては、中等の品質を有するものとする。 

２ 受注者は、設計図書において監督職員の検査（確認を含む。以下この条において同

じ。）を受けて使用すべきものと指定された工事材料については、当該検査に合格したも

のを使用しなければならない。この場合において、当該検査に直接要する費用は、受注者

の負担とする。 



                            

３ 監督職員は、受注者から前項の検査を請求されたときは、請求を受けた日から７日以内

に応じなければならない。 

４ 受注者は、工事現場内に搬入した工事材料を監督職員の承諾を受けないで工事現場外に

搬出してはならない。 

５ 受注者は、前項の規定にかかわらず、第２項の検査の結果不合格と決定された工事材料

については、当該決定を受けた日から７日以内に工事現場外に搬出しなければならない。 

 

（監督職員の立会い及び工事記録の整備等） 

第１４条 受注者は、設計図書において監督職員の立会いの上調合し、又は調合について見

本検査を受けるものと指定された工事材料については、当該立会いを受けて調合し、又は

当該見本検査に合格したものを使用しなければならない。 

２ 受注者は、設計図書において監督職員の立会いの上施工するものと指定された工事につ

いては、当該立会いを受けて施工しなければならない。 

３ 受注者は、前二項に規定するほか、発注者が特に必要があると認めて設計図書において

見本又は工事写真等の記録を整備すべきものと指定した工事材料の調合又は工事の施工を

するときは、設計図書に定めるところにより、当該見本又は工事写真等の記録を整備し、

監督職員の請求があったときは、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければなら

ない。 

４ 監督職員は、受注者から第１項又は第２項の立会い又は見本検査を請求されたときは、

当該請求を受けた日から７日以内に応じなければならない。 

５ 前項の場合において、監督職員が正当な理由なく受注者の請求に７日以内に応じないた

め、その後の工程に支障をきたすときは、受注者は、監督職員に通知した上、当該立会い

又は見本検査を受けることなく、工事材料を調合して使用し、又は工事を施工することが

できる。この場合において、受注者は、当該工事材料の調合又は当該工事の施工を適切に

行ったことを証する見本又は工事写真等の記録を整備し、監督職員の請求があったとき

は、当該請求を受けた日から７日以内に提出しなければならない。 

６ 第１項、第３項又は前項の場合において、見本検査又は見本若しくは工事写真等の記録

の整備に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

 

（支給材料及び貸与品） 

第１５条 発注者が受注者に支給する工事材料（以下「支給材料」という。）及び貸与する

建設機械器具（以下「貸与品」という。）の品名、数量、品質、規格又は性能、引渡場所

及び引渡時期は、設計図書に定めるところによる。 

２ 監督職員は、支給材料又は貸与品の引渡しに当たっては、受注者の立会いの上、発注者

の負担において、当該支給材料又は貸与品を検査しなければならない。この場合におい

て、当該検査の結果、その品名、数量、品質又は規格若しくは性能が設計図書の定めと異

なり、又は使用に適当でないと認めたときは、受注者は、その旨を直ちに発注者に通知し

なければならない。 

３ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けたときは、引渡しの日から７日以内に、

発注者に受領書又は借用書を提出しなければならない。 

４ 受注者は、支給材料又は貸与品の引渡しを受けた後、当該支給材料又は貸与品に第２項

の検査により発見することが困難であった隠れた瑕疵があり使用に適当でないと認めたと

きは、その旨を直ちに発注者に通知しなければならない。 

５ 発注者は、受注者から第２項後段又は前項の規定による通知を受けた場合において、必

要があると認められるときは、当該支給材料若しくは貸与品に代えて他の支給材料若しく

は貸与品を引き渡し、支給材料若しくは貸与品の品名、数量、品質若しくは規格若しくは

性能を変更し、又は理由を明示した書面により、当該支給材料若しくは貸与品の使用を受



                            

注者に請求しなければならない。 

６ 発注者は、前項に規定するほか、必要があると認めるときは、支給材料又は貸与品の品

名、数量、品質、規格若しくは性能、引渡場所又は引渡時期を変更することができる。 

７ 発注者は、前二項の場合において、必要があると認められるときは工期若しくは請負代

金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならな

い。 

８ 受注者は、支給材料及び貸与品を善良な管理者の注意をもって管理しなければならな

い。 

９ 受注者は、設計図書に定めるところにより、工事の完成、設計図書の変更等によって不

用となった支給材料又は貸与品を発注者に返還しなければならない。 

１０ 受注者は、故意又は過失により支給材料又は貸与品が滅失若しくはき損し、又はその

返還が不可能となったときは、発注者の指定した期間内に代品を納め、若しくは原状に復

して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しなければならない。 

１１ 受注者は、支給材料又は貸与品の使用方法が設計図書に明示されていないときは、監

督職員の指示に従わなければならない。 

 

（工事用地の確保等） 

第１６条 発注者は、工事用地その他設計図書において定められた工事の施工上必要な用地

（以下「工事用地等」という。）を受注者が工事の施工上必要とする日（設計図書に特別

の定めがあるときは、その定められた日）までに確保しなければならない。 

２ 受注者は、確保された工事用地等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならな

い。 

３ 工事の完成、設計図書の変更等によって工事用地等が不用となった場合において、当該

工事用地等に受注者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件

（下請負人の所有又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物

件を撤去するとともに、当該工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなけ

ればならない。 

４ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、

又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって

当該物件を処分し、工事用地等の修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合に

おいては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出るこ

とができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなけれ

ばならない。 

５ 第３項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の

意見を聴いて定める。 

 

（設計図書不適合の場合の改造義務及び破壊検査等） 

第１７条 受注者は、工事の施工部分が設計図書に適合しない場合において、監督職員がそ

の改造を請求したときは、当該請求に従わなければならない。この場合において、当該不

適合が監督職員の指示によるときその他発注者の責めに帰すべき事由によるときは、発注

者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損

害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

２ 監督職員は、受注者が第１３条第２項又は第１４条第１項から第３項までの規定に違反

した場合において、必要があると認められるときは、工事の施工部分を破壊して検査する

ことができる。 

３ 前項に規定するほか、監督職員は、工事の施工部分が設計図書に適合しないと認められ

る相当の理由がある場合において、必要があると認められるときは、当該相当の理由を受



                            

注者に通知して、工事の施工部分を最小限度破壊して検査することができる。 

４ 前二項の場合において、検査及び復旧に直接要する費用は受注者の負担とする。 

 

（条件変更等） 

第１８条 受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見した

ときは、その旨を直ちに監督職員に通知し、その確認を請求しなければならない。 

一 図面、仕様書、入札説明書及び入札説明に対する質問回答書が一致しないこと（これ

らの優先順位が定められている場合を除く。）。 

二 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

三 設計図書の表示が明確でないこと。 

四 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又

は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。 

五 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が

生じたこと。 

２ 監督職員は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら同項各号に掲げる事実を

発見したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、受

注者が立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対してとるべき措置を指示する

必要があるときは、当該指示を含む。）をとりまとめ、調査の終了後１４日以内に、その

結果を受注者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむを得な

い理由があるときは、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長することがで

きる。 

４ 前項の調査の結果において第１項の事実が確認された場合において、必要があると認め

られるときは、次に掲げるところにより、設計図書の訂正又は変更を行わなければならな

い。 

一 第１項第一号から第三号までのいずれかに該当し設計図書を訂正する必要があるもの 

発注者が行う。 

二 第１項第四号又は第五号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴う

もの 発注者が行う。 

三 第１項第四号又は第五号に該当し設計図書を変更する場合で工事目的物の変更を伴わ

ないもの 発注者と受注者とが協議して発注者が行う。 

５ 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要

があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼ

したときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（入札時積算数量書に疑義が生じた場合における確認の請求等） 

第１８条の２ 受注者は、入札時に発注者が示した入札時積算数量書（一式とされた細目

（設計図書において施工条件が明示された項目を除く。）を除く。以下単に「入札時積

算数量書」という。）に記載された積算数量に疑義が生じたときは、その旨を直ちに監

督職員に通知し、その確認を請求することができる。ただし、当該疑義に係る積算数量

の部分の工事が完了した場合、確認を求めることができないものとする。 

２ 前項の請求は、入札時積算数量書における当該疑義に係る積算数量と、これに対応す

る受注者が入札時に提出した工事費内訳書における当該数量とが同一であると確認でき

た場合にのみ行うことができるものとする。 

３ 監督職員は、第１項の請求を受けたとき又は自ら入札時積算数量書に記載された積算

数量に誤謬又は脱漏を発見したときは、直ちに確認を行わなければならない。 

４ 前項の確認の結果、入札時積算数量書の訂正の必要があると認められるときは、発注



                            

者は、受注者と協議して、これを行わなければならない。 

５ 前項の訂正が行われた場合において、発注者は、請負代金額の変更の必要があると認

められるときは、第２４条に定めるところにより、当該変更を行うものとする。この場

合における第２４条第１項本文の規定による協議は、訂正された入札時積算数量書に記

載された積算数量に基づき行うものとする。 

 

（設計図書の変更） 

第１９条 発注者は、前条第４項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図書

の変更内容を受注者に通知して、設計図書を変更することができる。この場合において、

発注者は、必要があると認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者

に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（設計図書の変更に係る受注者の提案） 

第１９条の２ 受注者は、この契約締結後、設計図書に定める工事目的物の機能、性能等を

低下させることなく請負代金額を低減することを可能とする施工方法等の設計図書の変更

について、発注者に提案することができる。 

２ 発注者は、前項の規定に基づく受注者の提案を受けた場合において、提案の全部又は一

部が適正であると認められるときは設計図書を変更し、これを受注者に通知しなければな

らない。 

３ 発注者は、前項の規定により設計図書を変更した場合において、必要があると認められ

るときは、請負代金額を変更しなければならない。 

 

（工事の中止） 

第２０条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地す

べり、落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」とい

う。）であって受注者の責めに帰すことができないものにより工事目的物等に損害を生じ

若しくは工事現場の状態が変動したため、受注者が工事を施工できないと認められるとき

は、発注者は、工事の中止内容を直ちに受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を

一時中止させなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を受注

者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。 

３ 発注者は、前二項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要がある

と認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工

事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施

工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費

用を負担しなければならない。 

 

（受注者の請求による工期の延長） 

第２１条 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他受

注者の責めに帰すことができない事由により工期内に工事を完成することができないとき

は、その理由を明示した書面により、発注者に工期の延長変更を請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるとき

は、工期を延長しなければならない。発注者は、その工期の延長が発注者の責めに帰すべ

き事由による場合においては、請負代金額について必要と認められる変更を行い、又は受

注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（発注者の請求による工期の短縮等） 



                            

第２２条 発注者は、特別の理由により工期を短縮する必要があるときは、工期の短縮変更

を受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、この契約書の他の条項の規定により工期を延長すべき場合において、特別の

理由があるときは、延長する工期について、通常必要とされる工期に満たない工期への変

更を請求することができる。 

３ 発注者は、前二項の場合において、必要があると認められるときは請負代金額を変更

し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

（工期の変更方法） 

第２３条 工期の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始

の日から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知す

るものとする。ただし、発注者が工期の変更事由が生じた日（第２１条の場合にあっては

発注者が工期変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては受注者が工期変更の請求を受

けた日）から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を

定め、発注者に通知することができる。 

 

（請負代金額の変更方法等） 

第２４条 請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協

議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知す

る。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知す

るものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を

通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

３ この契約書の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に

発注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。 

 

（賃金又は物価の変動に基づく請負代金額の変更） 

第２５条 発注者又は受注者は、工期内で請負契約締結の日から１２月を経過した後に日本

国内における賃金水準又は物価水準の変動により請負代金額が不適当となったと認めたと

きは、相手方に対して請負代金額の変更を請求することができる。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残工事代金額（請

負代金額から当該請求時の出来形部分に相応する請負代金額を控除した額をいう。以下同

じ。）と変動後残工事代金額（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前残工事

代金額に相応する額をいう。以下同じ。）との差額のうち変動前残工事代金額の１０００

分の１５を超える額につき、請負代金額の変更に応じなければならない。 

３ 変動前残工事代金額及び変動後残工事代金額は、請求のあった日を基準とし、物価指数

等に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に

協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。 

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定により請負代金額の変更を行った後再度行う

ことができる。この場合においては、同項中「請負契約締結の日」とあるのは、「直前の

この条に基づく請負代金額変更の基準とした日」とするものとする。 

５ 特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生

じ、請負代金額が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほ

か、請負代金額の変更を請求することができる。 

６ 予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフレ

ーション又はデフレーションを生じ、請負代金額が著しく不適当となったときは、発注者



                            

又は受注者は、前各項の規定にかかわらず、請負代金額の変更を請求することができる。 

７ 前二項の場合において、請負代金額の変更額については、発注者と受注者とが協議して

定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者

が定め、受注者に通知する。 

８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注

者に通知しなければならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請求を行っ

た日又は受けた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開

始の日を定め、発注者に通知することができる。 

 

（臨機の措置） 

第２６条 受注者は、災害防止等のため必要があると認めるときは、臨機の措置をとらなけ

ればならない。この場合において、必要があると認めるときは、受注者は、あらかじめ監

督職員の意見を聴かなければならない。ただし、緊急やむを得ない事情があるときは、こ

の限りでない。 

２ 前項の場合においては、受注者は、そのとった措置の内容を監督職員に直ちに通知しな

ければならない。 

３ 監督職員は、災害防止その他工事の施工上特に必要があると認めるときは、受注者に対

して臨機の措置をとることを請求することができる。 

４ 受注者が第１項又は前項の規定により臨機の措置をとった場合において、当該措置に要

した費用のうち、受注者が請負代金額の範囲において負担することが適当でないと認めら

れる部分については、発注者が負担する。 

 

（一般的損害） 

第２７条 工事目的物の引渡し前に、工事目的物又は工事材料について生じた損害その他工

事の施工に関して生じた損害（次条第１項若しくは第２項又は第２９条第１項に規定する

損害を除く。）については、受注者がその費用を負担する。ただし、その損害（第５１条

第１項の規定により付された保険等によりてん補された部分を除く。）のうち発注者の責

めに帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

 

（第三者に及ぼした損害） 

第２８条 工事の施工について第三者に損害を及ぼしたときは、受注者がその損害を賠償し

なければならない。ただし、その損害（第５１条第１項の規定により付された保険等によ

りてん補された部分を除く。以下この条において同じ。）のうち発注者の責めに帰すべき

事由により生じたものについては、発注者が負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の施工に伴い通常避けることができない騒音、振動、地

盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者に損害を及ぼしたときは、発注者がその損害

を負担しなければならない。ただし、その損害のうち工事の施工につき受注者が善良な管

理者の注意義務を怠ったことにより生じたものについては、受注者が負担する。 

３ 前二項の場合その他工事の施工について第三者との間に紛争を生じた場合においては、

発注者及び受注者は協力してその処理解決に当たるものとする。 

 

（不可抗力による損害） 

第２９条 工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当

該基準を超えるものに限る。）で発注者と受注者のいずれの責めにも帰すことができない

もの（以下この条において「不可抗力」という。）により、工事目的物、仮設物又は工事

現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害が生じたときは、受注者は、その

事実の発生後直ちにその状況を発注者に通知しなければならない。 



                            

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害（受

注者が善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第５１条第１項の規定によ

り付された保険等によりてん補された部分を除く。以下この条において「損害」とい

う。）の状況を確認し、その結果を受注者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担を

発注者に請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったときは、

当該損害の額（工事目的物、仮設物又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械

器具であって第１３条第２項、第１４条第１項若しくは第２項又は第３７条第３項の規定

による検査、立会いその他受注者の工事に関する記録等により確認することができるもの

に係る額に限る。）及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（以下この条にお

いて「損害合計額」という。）のうち請負代金額の１００分の１を超える額を負担しなけ

ればならない。 

５ 損害の額は、次に掲げる損害につき、それぞれ当該各号に定めるところにより、算定す

る。 

一 工事目的物に関する損害 

  損害を受けた工事目的物に相応する請負代金額とし、残存価値がある場合にはその評

価額を差し引いた額とする。 

二 工事材料に関する損害 

  損害を受けた工事材料で通常妥当と認められるものに相応する請負代金額とし、残存

価値がある場合にはその評価額を差し引いた額とする。 

三 仮設物又は建設機械器具に関する損害 

  損害を受けた仮設物又は建設機械器具で通常妥当と認められるものについて、当該工

事で償却することとしている償却費の額から損害を受けた時点における工事目的物に相

応する償却費の額を差し引いた額とする。ただし、修繕によりその機能を回復すること

ができ、かつ、修繕費の額が上記の額より少額であるものについては、その修繕費の額

とする。 

６ 数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以降の不可抗力

による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害の額」とあるのは「損害の額の

累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付けに要す

る費用の額の累計」と、「請負代金額の１００分の１を超える額」とあるのは「請負代金

額の１００分の１を超える額から既に負担した額を差し引いた額」として同項を適用す

る。 

 

（請負代金額の変更に代える設計図書の変更） 

第３０条 発注者は、第８条、第１５条、第１７条から第２２条まで、第２５条から第２７

条まで、前条又は第３３条の規定により請負代金額を増額すべき場合又は費用を負担すべ

き場合において、特別の理由があるときは、請負代金額の増額又は負担額の全部又は一部

に代えて設計図書を変更することができる。この場合において、設計図書の変更内容は、

発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わ

ない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知し

なければならない。ただし、発注者が同項の請負代金額を増額すべき事由又は費用を負担

すべき事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協

議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

 

（検査及び引渡し） 



                            

第３１条 受注者は、工事を完成したときは、その旨を発注者に通知しなければならない。 

２ 発注者又は発注者が検査を行う者として定めた職員（以下「検査職員」という。）は、

前項の規定による通知を受けたときは、通知を受けた日から１４日以内に受注者の立会い

の上、設計図書に定めるところにより、工事の完成を確認するための検査を完了し、当該

検査の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者又は検査職員

は、必要があると認められるときは、その理由を受注者に通知して、工事目的物を最小限

度破壊して検査することができる。 

３ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

４ 発注者は、第２項の検査によって工事の完成を確認した後、受注者が工事目的物の引渡

しを申し出たときは、直ちに当該工事目的物の引渡しを受けなければならない。 

５ 発注者は、受注者が前項の申出を行わないときは、当該工事目的物の引渡しを請負代金

の支払いの完了と同時に行うことを請求することができる。この場合においては、受注者

は、当該請求に直ちに応じなければならない。 

６ 受注者は、工事が第２項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者又は検査職

員の検査を受けなければならない。この場合においては、修補の完了を工事の完成とみな

して前五項の規定を適用する。 

 

（請負代金の支払い） 

第３２条 受注者は、前条第２項（同条第６項後段の規定により適用される場合を含む。以

下この条において同じ。）の検査に合格したときは、請負代金の支払いを請求することが

できる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から４０日以内に請

負代金を支払わなければならない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に検査をしないときは、そ

の期限を経過した日から検査をした日までの期間の日数は、前項の期間（以下この項にお

いて「約定期間」という。）の日数から差し引くものとする。この場合において、その遅

延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超え

た日において満了したものとみなす。 

 

（部分使用） 

第３３条 発注者は、第３１条第４項又は第５項の規定による引渡し前においても、工事目

的物の全部又は一部を受注者の承諾を得て使用することができる。 

２ 前項の場合においては、発注者は、その使用部分を善良な管理者の注意をもって使用し

なければならない。 

３ 発注者は、第１項の規定により工事目的物の全部又は一部を使用したことによって受注

者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

 

（前金払） 

第３４条 受注者は、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４

号）第２条第４項に規定する保証事業会社（以下「保証事業会社」という。）と、契約書

記載の工事完成の時期を保証期限とする同条第５項に規定する保証契約（以下「保証契

約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託して、請負代金額の１０分の○以

内の前払金の支払いを発注者に請求することができる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から１４日以内に前

払金を支払わなければならない。 

３ 受注者は、第１項の規定により前払金の支払いを受けた後、保証事業会社と中間前払金

に関し、契約書記載の工事完成の時期を保証期限とする保証契約を締結し、その保証証書



                            

を発注者に寄託して、請負代金額の１０分の２以内の中間前払金の支払いを発注者に請求

することができる。前項の規定は、この場合について準用する。 

４ 受注者は、前項の中間前払金の支払いを請求しようとするときは、あらかじめ、発注者

又は発注者の指定する者の中間前金払に係る認定を受けなければならない。この場合にお

いて、発注者又は発注者の指定する者は、受注者の請求があったときは、直ちに認定を行

い、当該認定の結果を受注者に通知しなければならない。 

５ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後の請負代金額の

１０分の○（第３項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは１０分の○）か

ら受領済みの前払金額（中間前払金の支払いを受けている場合には、中間前払金を含む。

以下この条から第３６条まで、第４０条、第４３条、第４６条及び第５０条において同

じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金の支払いを請求することができる。

この場合においては、第２項の規定を準用する。 

６ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前払金額が減額後

の請負代金額の１０分の○（第３項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは

１０分の○）を超えるときは、受注者は、請負代金額が減額された日から３０日以内にそ

の超過額を返還しなければならない。ただし、本項の期間内に第３７条又は第３８条の規

定による支払いをしようとするときは、発注者は、その支払額の中からその超過額を控除

することができる。 

７ 前項の期間内で前払金の超過額を返還する前にさらに請負代金額を増額した場合におい

て、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額以上の額であるときは、受注者は、その超

過額を返還しないものとし、増額後の請負代金額が減額前の請負代金額未満の額であると

きは、受注者は、受領済みの前払金の額からその増額後の請負代金額の１０分の○（第３

項の規定により中間前払金の支払いを受けているときは１０分の○）の額を差し引いた額

を返還しなければならない。 

８ 発注者は、受注者が第６項の期間内に超過額を返還しなかったときは、その未返還額に

つき、同項の期間を経過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ、

年２．７パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを請求することができる。 

 

（保証契約の変更） 

第３５条 受注者は、前条第５項の規定により受領済みの前払金に追加してさらに前払金の

支払いを請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更し、変更後の保証証書を発注者

に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合において、保証契約

を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄託しなければならない。 

３ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、発注者に代わり

その旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

 

（前払金の使用等） 

第３６条 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費

（この工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕

費、仮設費、労働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払

いに充当してはならない。 

 

（部分払） 

第３７条 受注者は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材料及

び製造工場等にある工場製品（第１３条第２項の規定により監督職員の検査を要するもの

にあっては当該検査に合格したもの、監督職員の検査を要しないものにあっては設計図書



                            

で部分払の対象とすることを指定したものに限る。）に相応する請負代金相当額の１０分

の９以内の額について、次項から第７項までに定めるところにより部分払を請求すること

ができる。ただし、この請求は、工期中○回を超えることができない。 

２ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部分

又は工事現場に搬入済みの工事材料若しくは製造工場等にある工場製品の確認を発注者に

請求しなければならない。 

３ 発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から１４日以内に、受注者の立会

いの上、設計図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い、当該確認

の結果を受注者に通知しなければならない。この場合において、発注者は、必要があると

認められるときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査す

ることができる。 

４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

５ 受注者は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求することができる。

この場合においては、発注者は、当該請求を受けた日から１４日以内に部分払金を支払わ

なければならない。 

６ 部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において第１項の請負代金相当額

は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が第３項前段の通知をした日か

ら１０日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

部分払金の額≦第１項の請負代金相当額×（９／１０－前払金額／請負代金額） 

７ 第５項の規定により部分払金の支払いがあった後、再度部分払の請求をする場合におい

ては、第１項及び前項中「請負代金相当額」とあるのは「請負代金相当額から既に部分払

の対象となった請負代金相当額を控除した額」とするものとする。 

 

（部分引渡し） 

第３８条 工事目的物について、発注者が設計図書において工事の完成に先だって引渡しを

受けるべきことを指定した部分（以下「指定部分」という。）がある場合において、当該

指定部分の工事が完了したときについては、第３１条中「工事」とあるのは「指定部分に

係る工事」と、「工事目的物」とあるのは「指定部分に係る工事目的物」と、同条第５項

及び第３２条中「請負代金」とあるのは「部分引渡しに係る請負代金」と読み替えて、こ

れらの規定を準用する。 

２ 前項の規定により準用される第３２条第１項の規定により請求することができる部分引

渡しに係る請負代金の額は、次の式により算定する。この場合において、指定部分に相応

する請負代金の額は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、発注者が前項の規定

により準用される第３１条第２項の検査の結果の通知をした日から１４日以内に協議が整

わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

部分引渡しに係る請負代金の額＝指定部分に相応する請負代金の額×（１－前払金額／

請負代金額） 

 

（国庫債務負担行為に係る契約の特則） 

第３９条 国庫債務負担行為に係る契約において、各会計年度における請負代金の支払いの

限度額（以下「支払限度額」という。）は、次のとおりとする。 

年度        円 

年度        円 

年度        円 

２ 支払限度額に対応する各会計年度の出来高予定額は、次のとおりである。 

年度        円 

年度        円 



                            

年度        円 

３ 発注者は、予算上の都合その他の必要があるときは、第１項の支払限度額及び前項の出

来高予定額を変更することができる。 

 

（国庫債務負担行為に係る契約の前金払の特則） 

第４０条 国庫債務負担行為に係る契約の前金払については、第３４条中「契約書記載の工

事完成の時期」とあるのは「契約書記載の工事完成の時期（最終の会計年度以外の会計年

度にあっては、各会計年度末）」と、同条及び第３５条中「請負代金額」とあるのは「当

該会計年度の出来高予定額（前会計年度末における第３７条第１項の請負代金相当額（以

下この条及び次条において「請負代金相当額」という。）が前会計年度までの出来高予定

額を超えた場合において、当該会計年度の当初に部分払をしたときは、当該超過額を控除

した額）」と読み替えて、これらの規定を準用する。ただし、この契約を締結した会計年

度（以下「契約会計年度」という。）以外の会計年度においては、受注者は、予算の執行

が可能となる時期以前に前払金の支払いを請求することはできない。 

２ 前項の場合において、契約会計年度について前払金を支払わない旨が設計図書に定めら

れているときには、同項の規定により準用される第３４条第１項の規定にかかわらず、受

注者は、契約会計年度について前払金の支払いを請求することができない。 

３ 第１項の場合において、契約会計年度に翌会計年度分の前払金を含めて支払う旨が設計

図書に定められているときには、同項の規定により準用される第３４条第１項の規定にか

かわらず、受注者は、契約会計年度に翌会計年度に支払うべき前払金相当分

（          円以内）を含めて前払金の支払いを請求することができる。 

４ 第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度までの出来

高予定額に達しないときには、同項の規定により準用される第３４条第１項の規定にかか

わらず、受注者は、請負代金相当額が前会計年度までの出来高予定額に達するまで当該会

計年度の前払金の支払いを請求することができない。 

５ 第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計年度までの出来

高予定額に達しないときには、その額が当該出来高予定額に達するまで前払金の保証期限

を延長するものとする。この場合においては、第３５条第３項の規定を準用する。 

 

（国庫債務負担行為に係る契約の部分払の特則） 

第４１条 国庫債務負担行為に係る契約において、前会計年度末における請負代金相当額が

前会計年度までの出来高予定額を超えた場合においては、受注者は、当該会計年度の当初

に当該超過額（以下「出来高超過額」という。）について部分払を請求することができ

る。ただし、契約会計年度以外の会計年度においては、受注者は、予算の執行が可能とな

る時期以前に部分払の支払いを請求することはできない。なお、中間前払金制度を選択し

た場合には、出来高超過額について部分払を請求することはできない。 

２ この契約において、前払金の支払いを受けている場合の部分払金の額については、第３

７条第６項及び第７項の規定にかかわらず、次の式により算定する。 

(ａ) 部分払金の額≦請負代金相当額×９／１０－（前会計年度までの支払金額＋当該

会計年度の部分払金額）－｛請負代金相当額－（前会計年度までの出来高予定額＋出

来高超過額）｝×当該会計年度前払金額／当該会計年度の出来高予定額 

(ｂ) 部分払金の額≦請負代金相当額×９／１０－前会計年度までの支払金額－（請負

代金相当額－前会計年度までの出来高予定額）×（当該会計年度前払金額＋当該会計

年度の中間前払金額）／当該会計年度の出来高予定額 

３ 各会計年度において、部分払を請求できる回数は、次のとおりとする。 

年度       回 

年度       回 



                            

年度       回 

 

（第三者による代理受領） 

第４２条 受注者は、発注者の承諾を得て請負代金の全部又は一部の受領につき、第三者を

代理人とすることができる。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が第三者を代理人とした場合において、受注者の提

出する支払請求書に当該第三者が受注者の代理人である旨の明記がなされているときは、

当該第三者に対して第３２条（第３８条において準用する場合を含む。）又は第３７条の

規定に基づく支払いをしなければならない。 

 

（前払金等の不払に対する工事中止） 

第４３条 受注者は、発注者が第３４条、第３７条又は第３８条において準用される第３２

条の規定に基づく支払いを遅延し、相当の期間を定めてその支払いを請求したにもかかわ

らず支払いをしないときは、工事の全部又は一部の施工を一時中止することができる。こ

の場合においては、受注者は、その理由を明示した書面により、直ちにその旨を発注者に

通知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が工事の施工を中止した場合において、必要がある

と認められるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工

事現場を維持し若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施

工の一時中止に伴う増加費用を必要とし若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費

用を負担しなければならない。 

 

（瑕疵担保） 

第４４条 発注者は、工事目的物に瑕疵があるときは、受注者に対して相当の期間を定めて

その瑕疵の修補を請求し、又は修補に代え若しくは修補とともに損害の賠償を請求するこ

とができる。ただし、瑕疵が重要ではなく、かつ、その修補に過分の費用を要するとき

は、発注者は、修補を請求することができない。 

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、第３１条第４項又は第５項（第３

８条においてこれらの規定を準用する場合を含む。）の規定による引渡しを受けた日から

２年以内に行わなければならない。ただし、その瑕疵が受注者の故意又は重大な過失によ

り生じた場合には、当該請求を行うことのできる期間は１０年とする。 

３ 発注者は、工事目的物の引渡しの際に瑕疵があることを知ったときは、第１項の規定に

かかわらず、その旨を直ちに受注者に通知しなければ、当該瑕疵の修補又は損害賠償の請

求をすることはできない。ただし、受注者がその瑕疵があることを知っていたときは、こ

の限りでない。 

４ この契約が、住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号）第９４

条第１項に規定する住宅新築請負契約である場合には、工事目的物のうち住宅の品質確保

の促進等に関する法律施行令（平成１２年政令第６４号）第５条に定める部分の瑕疵（構

造耐力又は雨水の浸入に影響のないものを除く。）について修補又は損害賠償の請求を行

うことのできる期間は、１０年とする。 

５ 発注者は、工事目的物が第１項の瑕疵により滅失又はき損したときは、第２項又は前項

の定める期間内で、かつ、その滅失又はき損の日から６月以内に第１項の権利を行使しな

ければならない。 

６ 第１項の規定は、工事目的物の瑕疵が支給材料の性質又は発注者若しくは監督職員の指

図により生じたものであるときは適用しない。ただし、受注者がその材料又は指図が不適

当であることを知りながらこれを通知しなかったときは、この限りでない。 

 



                            

（履行遅滞の場合における損害金等） 

第４５条 受注者の責めに帰すべき事由により工期内に工事を完成することができない場合

においては、発注者は、損害金の支払いを受注者に請求することができる。 

２ 前項の損害金の額は、請負代金額から出来形部分及び部分引渡しを受けた部分に相応す

る請負代金額を控除した額につき、遅延日数に応じ、年５パーセントの割合で計算した額

とする。 

３ 発注者の責めに帰すべき事由により、第３２条第２項（第３８条において準用する場合

を含む。）の規定による請負代金の支払いが遅れた場合においては、受注者は、未受領金

額につき、遅延日数に応じ、年２．７パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払い

を発注者に請求することができる。 

 

（談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第４５条の２(Ａ) 受注者（共同企業体にあっては、その構成員）が、次に掲げる場合のい

ずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、請負代金額（この契約締結

後、請負代金額の変更があった場合には、変更後の請負代金額。次項において同じ。）の

10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22

年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が

構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、

公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３

において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」

という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法

第 63 条第２項の規定により取り消された場合を含む。以下この条において同じ。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（こ

れらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」とい

う。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者

等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合におけ

る当該命令をいう。次号及び次項第２号において同じ。）において、この契約に関し、

独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があ

ったとされたとき。 

三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は

第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象

となった取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係

る事件について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したとき

は、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除

く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に

該当するものであるとき。 

四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。次項第２号

において同じ。）の刑法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の６又は独占禁止法第 89 条

第１項若しくは第 95 条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

２ この契約に関し、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注

者の請求に基づき、前項に規定する請負代金額の 10 分の１に相当する額のほか、請負代

金額の 100 分の５に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければ

ならない。 

一 前項第１号に規定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法第７条

の２第８項又は第９項の規定の適用があるとき。 

二 前項第２号に規定する納付命令若しくは排除措置命令又は同項第４号に規定する刑に

係る確定判決において、受注者が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。 



                            

３ 受注者が前２項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当

該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年２．７パーセントの割合で

計算した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

４ 受注者は、契約の履行を理由として、第１項及び第２項の違約金を免れることができな

い。 

５ 第１項及び第２項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場

合において、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

第４５条の２(Ｂ) 受注者（共同企業体にあっては、その構成員）が、次に掲げる場合のい

ずれかに該当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、請負代金額（この契約締結

後、請負代金額の変更があった場合には、変更後の請負代金額。次項において同じ。）の

10分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならな

い。 

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22

年法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が

構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、

公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３

において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」

という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法

第 63 条第２項の規定により取り消された場合を含む。以下この条において同じ。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（こ

れらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等」とい

う。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者

等に対して行われていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合におけ

る当該命令をいう。次号及び次項第２号において同じ。）において、この契約に関し、

独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があ

ったとされたとき。 

三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は

第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象

となった取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係

る事件について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したとき

は、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除

く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に

該当するものであるとき。 

四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。次項第二号

において同じ。）の刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８

９条第１項若しくは第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

２ この契約に関し、次の各号に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受注者は、発注

者の請求に基づき、前項に規定する請負代金額の 10 分の１に相当する額のほか、請負代

金額の 100 分の５に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければ

ならない。 

一 前項第１号に規定する確定した納付命令における課徴金について、独占禁止法第７条

の２第８項又は第９項の規定の適用があるとき。 

二 前項第２号に規定する納付命令若しくは排除措置命令又は同項第４号に規定する刑に

係る確定判決において、受注者が違反行為の首謀者であるとが明らかになったとき。 

三 前項第４号に該当する場合であって、前項第１号に規定する確定した納付命令におけ

る課徴金について、独占禁止法第７条の２第７項の規定の適用があるとき。 

四 前項第４号に該当する場合であって、受注者が発注者に国土交通省航空局競争契約入

札者心得第４条の３の規定に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出していると



                            

き。 

３ 受注者が前二項の違約金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当

該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年○パーセントの割合で計算

した額の遅延利息を発注者に支払わなければならない。 

４ 受注者は、契約の履行を理由として、第１項及び第２項の違約金を免れることができな

い。 

５ 第１項及び第２項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場

合において、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

（公共工事履行保証証券による保証の請求） 

第４６条 第４条第１項の規定によりこの契約による債務の履行を保証する公共工事履行保

証証券による保証が付された場合において、受注者が次条第１項各号のいずれかに該当す

るときは、発注者は、当該公共工事履行保証証券の規定に基づき、保証人に対して、他の

建設業者を選定し、工事を完成させるよう請求することができる。 

２ 受注者は、前項の規定により保証人が選定し発注者が適当と認めた建設業者（以下この

条において「代替履行業者」という。）から発注者に対して、この契約に基づく次の各号

に定める受注者の権利及び義務を 承継する旨の通知が行われた場合には、代替履行業者

に対して当該権利及び義務を承継させる。 

一 請負代金債権（前払金、部分払金又は部分引渡しに係る請負代金として受注者に既に

支払われたものを除く。） 

二 工事完成債務 

三 瑕疵担保債務（受注者が施工した出来形部分の瑕疵に係るものを除く。） 

四 解除権 

五 その他この契約に係る一切の権利及び義務（第２８条の規定により受注者が施工した

工事に関して生じた第三者への損害賠償債務を除く。） 

３ 発注者は、前項の通知を代替履行業者から受けた場合には、代替履行業者が同項各号に

規定する受注者の権利及び義務を承継することを承諾する。 

４ 第１項の規定による発注者の請求があった場合において、当該公共工事履行保証証券の

規定に基づき、保証人から保証金が支払われたときには、この契約に基づいて発注者に対

して受注者が負担する損害賠償債務その他の費用の負担に係る債務（当該保証金の支払わ

れた後に生じる違約金等を含む。）は、当該保証金の額を限度として、消滅する。 

 

（発注者の解除権） 

第４７条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除する

ことができる。 

一 正当な理由なく、工事に着手すべき期日を過ぎても工事に着手しないとき。 

二 その責めに帰すべき事由により工期内に完成しないとき又は工期経過後相当の期間内

に工事を完成する見込みが明らかにないと認められるとき。 

三 第１０条第１項第二号に掲げる者を設置しなかったとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を達

することができないと認められるとき。 

五 第４９条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

六 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号

において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその

役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者をい

う。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律



                            

（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この号において

「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

ロ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する

暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与して

いると認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認め

られるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れるとき。 

ヘ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方がイから

ホまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められ

るとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購

入契約その他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、発注

者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合においては、受注者は、請負代金額の１０

分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

３ 第１項第一号から第五号までの規定により、この契約が解除された場合において、第４

条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発

注者は、当該契約保証金又は担保をもって前項の違約金に充当することができる。 

 

第４８条 発注者は、工事が完成するまでの間は、前条第１項の規定によるほか、必要があ

るときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受注者に損害を及ぼしたと

きは、その損害を賠償しなければならない。 

 

（受注者の解除権） 

第４９条 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することがで

きる。 

一 第１９条の規定により設計図書を変更したため請負代金額が３分の２以上減少したと

き。 

二 第２０条の規定による工事の施工の中止期間が工期の１０分の５（工期の１０分の５

が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、中止が工事の一部のみの場合

は、その一部を除いた他の部分の工事が完了した後３月を経過しても、なおその中止が

解除されないとき。 

三 発注者がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の履行が不可能となったと

き。 

２ 受注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、損害があるときは、そ

の損害の賠償を発注者に請求することができる。 

 

（解除に伴う措置） 

第５０条 発注者は、この契約が解除された場合においては、出来形部分を検査の上、当該

検査に合格した部分及び部分払の対象となった工事材料の引渡しを受けるものとし、当該

引渡しを受けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分に相応する請負代金を受注者に支



                            

払わなければならない。この場合において、発注者は、必要があると認められるときは、

その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができる。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

３ 第１項の場合において、第３４条（第４０条において準用する場合を含む。）の規定に

よる前払金があったときは、当該前払金の額（第３７条及び第４１条の規定による部分払

をしているときは、その部分払において償却した前払金の額を控除した額）を同項前段の

出来形部分に相応する請負代金額から控除する。この場合において、受領済みの前払金額

になお余剰があるときは、受注者は、解除が第４７条の規定によるときにあっては、その

余剰額に前払金の支払いの日から返還の日までの日数に応じ年○パーセントの割合で計算

した額の利息を付した額を、解除が前二条の規定によるときにあっては、その余剰額を発

注者に返還しなければならない。 

４ 受注者は、この契約が解除された場合において、支給材料があるときは、第１項の出来

形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者に返還しなければなら

ない。この場合において、当該支給材料が受注者の故意若しくは過失により滅失若しくは

き損したとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった部分に使用されているときは、代

品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければな

らない。 

５ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品があるときは、当該貸与品を発

注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品が受注者の故意又は過失

により滅失又はき損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に

代えてその損害を賠償しなければならない。 

６ 受注者は、この契約が解除された場合において、工事用地等に受注者が所有又は管理す

る工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又は管理するこれらの

物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、工事用地等を修

復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、

又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって

当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合に

おいては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出るこ

とができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなけれ

ばならない。 

８ 第４項前段及び第５項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等について

は、この契約の解除が第４７条の規定によるときは発注者が定め、前二条の規定によると

きは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、第４項後段、第５項後段及び第６項

に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の意見を聴

いて定めるものとする。 

 

（火災保険等） 

第５１条 受注者は、工事目的物及び工事材料（支給材料を含む。以下この条において同

じ。）等を設計図書に定めるところにより火災保険、建設工事保険その他の保険（これに

準ずるものを含む。以下この条において同じ。）に付さなければならない。 

２ 受注者は、前項の規定により保険契約を締結したときは、その証券又はこれに代わるも

のを直ちに発注者に提示しなければならない。 

３ 受注者は、工事目的物及び工事材料等を第１項の規定による保険以外の保険に付したと

きは、直ちにその旨を発注者に通知しなければならない。 

 

（制裁金等の徴収） 



                            

第５２条 受注者がこの契約に基づく制裁金、賠償金、損害金又は違約金を発注者の指定す

る期間内に支払わないときは、発注者は、その支払わない額に発注者の指定する期間を経

過した日から請負代金額支払いの日まで年○パーセントの割合で計算した利息を付した額

と、発注者の支払うべき請負代金額とを相殺し、なお不足があるときは追徴する。 

２ 前項の追徴をする場合には、発注者は、受注者から遅延日数につき年○パーセントの割

合で計算した額の延滞金を徴収する。 

 

（あっせん又は調停） 

第５３条(Ａ) この契約書の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるものにつき

協議が整わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服がある場合その他この契約

に関して発注者と受注者との間に紛争を生じた場合には、発注者及び受注者は、契約書記

載の調停人のあっせん又は調停によりその解決を図る。この場合において、紛争の処理に

要する費用については、発注者と受注者とが協議して特別の定めをしたものを除き、発注

者と受注者とがそれぞれ負担する。 

２ 発注者及び受注者は、前項の調停人があっせん又は調停を打ち切ったときは、建設業法

による○○建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）のあっせん又は調停によりそ

の解決を図る。 

３ 第１項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、(a)[専任の]主任

技術者又は(b)[専任の]監理技術者又は専門技術者その他受注者が工事を施工するために

使用している下請負人、労働者等の工事の施工又は管理に関する紛争及び監督職員の職務

の執行に関する紛争については、第１２条第３項の規定により受注者が決定を行った後若

しくは同条第５項の規定により発注者が決定を行った後、又は発注者若しくは受注者が決

定を行わずに同条第３項若しくは第５項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注

者は、第１項のあっせん又は調停を請求することができない。 

４ 発注者又は受注者は、申し出により、この契約書の各条項の規定により行う発注者と受

注者との間の協議に第１項の調停人を立ち会わせ、当該協議が円滑に整うよう必要な助言

又は意見を求めることができる。この場合における必要な費用の負担については、同項後

段の規定を準用する。 

５ 前項の規定により調停人の立会いのもとで行われた協議が整わなかったときに発注者が

定めたものに受注者が不服がある場合で、発注者又は受注者の一方又は双方が第１項の調

停人のあっせん又は調停により紛争を解決する見込みがないと認めたときは、同項の規定

にかかわらず、発注者及び受注者は、審査会のあっせん又は調停によりその解決を図る。 

 

第５３条(Ｂ) この契約書の各条項において発注者と受注者とが協議して定めるものにつき

協議が整わなかったときに発注者が定めたものに受注者が不服がある場合その他この契約

に関して発注者と受注者との間に紛争を生じた場合には、発注者及び受注者は、建設業法

による○○建設工事紛争審査会（以下「審査会」という。）のあっせん又は調停によりそ

の解決を図る。 

２ 前項の規定にかかわらず、現場代理人の職務の執行に関する紛争、(a)[専任の]主任技

術者又は(b)[専任の]監理技術者又は専門技術者その他受注者が工事を施工するために使

用している下請負人、労働者等の工事の施工又は管理に関する紛争及び監督職員の職務の

執行に関する紛争については、第１２条第３項の規定により受注者が決定を行った後若し

くは同条第５項の規定により発注者が決定を行った後、又は発注者若しくは受注者が決定

を行わずに同条第３項若しくは第５項の期間が経過した後でなければ、発注者及び受注者

は、前項のあっせん又は調停を請求することができない。 

 

（仲裁） 



                            

第５４条 発注者及び受注者は、その一方又は双方が前条の調停人又は審査会のあっせん又

は調停により紛争を解決する見込みがないと認めたときは、同条の規定にかかわらず、仲

裁合意書に基づき、審査会の仲裁に付し、その仲裁判断に服する。 

 

（情報通信の技術を利用する方法） 

第５５条 この契約書において書面により行わなければならないこととされている請求、通

知、報告、申出、承諾、解除及び指示は、建設業法その他の法令に違反しない限りにおい

て、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法を用いて行

うことができる。ただし、当該方法は書面の交付に準ずるものでなければならず、その具

体的な取扱は設計図書に定めるものとする。 

 

（補則） 

第５６条 この契約書に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議

して定める。 

 

 

本契約の証として本書三通を作成し、発注者及び受注者が記名押印の上、各自一通を保

有する。 

 

本契約において、契約書第３７条および第３８条は、削除する。 

 

 

 

 

 

 

 

平成  年  月  日 

 

 

 

 

 

発注者  

住 所 

氏 名          印 

 

 

 

受注者 

○○特定建設工事共同企業体 

代表者 

住 所 

氏 名         印 

住 所 

氏 名         印 
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回路
番号

供給室名
MCCB

定格電流

負荷容量　[VA]
備考

照  明 ｺﾝｾﾝﾄ ﾌｧﾝ その他

※MCCB20AはJIS協約型1Pサイズで2Pのものとする。

備考
負荷容量　[VA] MCCB

定格電流
供給室名

回路
番号

回路
番号

供給室名
MCCB

定格電流

負荷容量　[VA]
備考

その他 ﾌｧﾝ ｺﾝｾﾝﾄ 照  明 照  明 ｺﾝｾﾝﾄ ﾌｧﾝ その他

10 20A 誘導灯

R1～3 390 20A 空調機械室 A B 設備ピット 20A 1,118 R1～2

R1～2 870 20A 設備ピット C D 予備 20A 1,000

300 20A 空調機械室 1 2 盤内 20A 100 リモコントランス

1,000 20A 予備 3 4 予備 20A 1,000

1,000 300 1,260 100V　計 100V　計 1,118 100 2,000

2,560 100V　合計 100V　合計 3,218

200V　合計 200V　合計

5,778 負荷容量

リモコントランス ×1

T/U 4回路用 ×2

10 20A 誘導灯

10 20A 非常照明

226 20A 電気室 A B 予備 20A 1,000

200 20A 電気室 1 2 予備 20A 1,000

200 236 100V　計 100V　計 2,000

436 100V　合計 100V　合計 2,000

200V　合計 200V　合計

2,436 負荷容量

10 20A 誘導灯

90 20A 非常照明

R1～2 20A A B ホール 20A 874 R1～3

R1 20A C D 玄関1 20A 400 R1～3

R1～3 824 20A 貴賓室1 E F 貴賓室1 20A 1,320 R1～2

R1 906 20A 貴賓室1 G H 貴賓室1 20A 1,320 R1～2

R1～2 524 20A 貴賓室1 I J 貴賓室1 20A 828 R1

R1～2 1,200 20A 貴賓室2 K L 貴賓室2 20A 823 R1

R1～2 1,200 20A 貴賓室2 M N 貴賓室2 20A 250 R1

R1～2 1,170 20A 貴賓室2 O P 貴賓室2 20A 741 R1

R1～2 1,080 20A 貴賓室2 Q R 貴賓室2 20A 1,519 R1～3

R1 958 20A ホール S T 玄関3 20A 1,180 R1～4

R1 1,144 20A ホール U V ホール 20A 1,560 R1～4

R1～3 818 20A ホール W X ホール 20A 1,132 R1～3

R1 639 20A ホール Y Z ホール 20A 780 R1

R1～3 400 20A 玄関4 AA AB ホール 20A 1,144 R1

R1～4 434 20A 玄関2 AC AD 水盤 20A 140 R1～2

1,000 20A 予備 AE AF 予備 20A 1,000

1,000 20A 予備 AG AH 予備 20A 1,000

1,100 20A MWC1 1 2 MWC1 20A 1,100

510 20A MWC1 3 4 WWC1 20A 1,100

1,100 20A WWC1 5 6 WWC1 20A 600

500 20A 貴賓室1 7 8 貴賓室1 20A 1,000

400 20A 貴賓室2 9 10 貴賓室2 20A 1,000

1,100 20A MWC2 11 12 MWC2 20A 1,100

610 20A MWC2 13 14 WWC2 20A 600

1,100 20A WWC2 15 16 WWC2 20A 1,100

700 20A ホール 17

28

29 30 予備スペース

3,000 13,140 12,638 100V　計 100V　計 14,011 12,930 3,000

28,778 100V　合計 100V　合計 29,941

- 200V　合計 200V　合計 -

58,719 負荷容量

リモコントランス ×1

T/U 4回路用 ×16

1,00020A予備26

27予備20A1,000

予備スペース

予備スペース

571

680 前室2-1

WWC1

1,300

1,430

1,300

1,30020A

20A

20A

20A電動ロールスクリーン

電動ロールスクリーン

電動ロールスクリーン

電動ロールスクリーン24

22

20

18

1,530

1,430

1,530

1,530 20A

20A

20A

20A 電動ロールスクリーン

電動ロールスクリーン

電動ロールスクリーン

電動ロールスクリーン 25

23

21

19

watanabe1495
タイプライターテキスト
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東京国際空港新貴賓室新築工事

単　

位

図 

番
平成29年 3月 -Ｅ

尺　

度

A1:

A3:
mm

調　

査　

職　

員

設　

計　

者

株式会社 梓設計

一級建築士　第182771号

管理技術者　永池　雅人

電気設備調査職員　江波戸　義将

国土交通省　東京航空局　空港部　航空灯火・電気技術課

名　

称

電気設備調査職員　岡本　寿

分電盤結線図（２）

11
-

-

1L-3盤

負荷容量

主 幹

電 気

キ

線

別

圧

遮 断 電 流

定 格 電 流

（

具器

式方

Ａ ）Ｖ

相

電

ビャ

名

ッネ

種

型ト

称

式

1φ3W

38,820

200A

2.5kA以上

用常 回 路

Ｔ

100/200

幹 線 番 号

1L-5盤

負荷容量

主 幹

電 気

キ

線

別

圧

遮 断 電 流

定 格 電 流

（

具器

式方

Ａ ）Ｖ

相

電

ビャ

名

ッネ

種

型ト

称

式

1φ3W

4,559

40A

2.5kA以上

L108

用常 回 路

Ｔ

100/200

幹 線 番 号

1L-6盤

負荷容量

主 幹

電 気

キ

線

別

圧

遮 断 電 流

定 格 電 流

（

具器

式方

Ａ ）Ｖ

相

電

ビャ

名

ッネ

種

型ト

称

式

1φ3W

4,797

40A

2.5kA以上

L109

用常 回 路

Ｔ

100/200

幹 線 番 号

1L-4盤

負荷容量

主 幹

電 気

キ

線

別

圧

遮 断 電 流

定 格 電 流

（

具器

式方

Ａ ）Ｖ

相

電

ビャ

名

ッネ

種

型ト

称

式

1φ3W

24,524

150A

2.5kA以上

用常 回 路

Ｔ

100/200

幹 線 番 号

L104

MCCB 3P

×

上方より

200A

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

L106

MCCB 3P

×

上方より

150A

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

L108

MCCB 3P

×

上方より

40A

× ×

× ×

× ×

× ×

L109

MCCB 3P

×

上方より

40A

× ×

× ×

× ×

× ×

ELCB

ELCB 2E

A

1 2

3

2E

ELCB

ELCB ELCB

ELCBELCB

ELCBELCB

ELCBELCB

ELCBELCB

ELCBELCB

ELCBELCB

ELCB ELCB

ELCB

ELCB

ELCB

ELCBELCB

ELCB

ELCB

ELCB ELCB

ELCB

× ×

× ×

ELCB

L104 L106

× ×

× ×

× ×

A

A

A

1 2

F1 F2

備考
負荷容量　[VA] MCCB

定格電流
供給室名

回路
番号

回路
番号

供給室名
MCCB

定格電流

負荷容量　[VA]
備考

その他 ﾌｧﾝ ｺﾝｾﾝﾄ 照  明 照  明 ｺﾝｾﾝﾄ ﾌｧﾝ その他

備考
負荷容量　[VA] MCCB

定格電流
供給室名

回路
番号その他 ﾌｧﾝ ｺﾝｾﾝﾄ 照  明

回路
番号

供給室名
MCCB

定格電流

負荷容量　[VA]
備考

照  明 ｺﾝｾﾝﾄ ﾌｧﾝ その他

※MCCB20AはJIS協約型1Pサイズで2Pのものとする。

備考
負荷容量　[VA] MCCB

定格電流
供給室名

回路
番号

回路
番号

供給室名
MCCB

定格電流

負荷容量　[VA]
備考

その他 ﾌｧﾝ ｺﾝｾﾝﾄ 照  明 照  明 ｺﾝｾﾝﾄ ﾌｧﾝ その他

※MCCB20AはJIS協約型1Pサイズで2Pのものとする。

備考
負荷容量　[VA] MCCB

定格電流
供給室名

回路
番号

回路
番号

供給室名
MCCB

定格電流

負荷容量　[VA]
備考

その他 ﾌｧﾝ ｺﾝｾﾝﾄ 照  明 照  明 ｺﾝｾﾝﾄ ﾌｧﾝ その他

※MCCB20AはJIS協約型1Pサイズで2Pのものとする。

備考
負荷容量　[VA] MCCB

定格電流
供給室名

回路
番号

回路
番号

供給室名
MCCB

定格電流

負荷容量　[VA]
備考

その他 ﾌｧﾝ ｺﾝｾﾝﾄ 照  明 照  明 ｺﾝｾﾝﾄ ﾌｧﾝ その他

※MCCB20AはJIS協約型1Pサイズで2Pのものとする。

備考
負荷容量　[VA] MCCB

定格電流
供給室名

回路
番号

回路
番号

供給室名
MCCB

定格電流

負荷容量　[VA]
備考

その他 ﾌｧﾝ ｺﾝｾﾝﾄ 照  明 照  明 ｺﾝｾﾝﾄ ﾌｧﾝ その他

10 20A 誘導灯

60 20A 非常照明

R1～4 763 20A MWC4 A B ホール 20A 513 R1

R1～2 1,190 20A ホール C D 貴賓室3 20A 887 R1～3

R1 900 20A 貴賓室3 E F 貴賓室3 20A 900 R1

R1 1,235 20A 貴賓室3 G H 貴賓室3 20A 900 R1

R1 900 20A 貴賓室3 I J 貴賓室3 20A 887 R1～3

R1 1,104 20A 貴賓室3 K L ホール 20A 451 R1

R1～2 1,220 20A ホール M N MWC3 20A 680 R1～2

R1～2 80 20A 水盤 O

1,000 20A 予備 Q R 予備 20A 1,000

200 20A ホール 1 2 貴賓室3 20A 400

1,000 20A 貴賓室3 3 4 MWC4 20A 1,100

1,100 20A MWC4 5 6 MWC4 20A 720

1,000 20A WWC4 7 8 WWC4 20A 1,100

1,100 20A WWC4 9 10 HWC 20A 600

600 20A WWC3 11 12 WWC3 20A 1,100

1,100 20A WWC3 13 14 MWC3 20A 610

1,100 20A MWC3 15 16 MWC3 20A 1,100

23 24 予備 20A 1,000

24 26

2,000 9,930 7,452 100V　計 100V　計 5,218 11,220 3,000

19,382 100V　合計 100V　合計 19,438

- 200V　合計 200V　合計 -

38,820 負荷容量

リモコントランス ×1

T/U 4回路用 ×7

10 20A 誘導灯

100 20A 拡声アンプ 火報受信機 20A 100

100 20A 誘導灯信号装置

55 20A 非常照明

R1～10 1,010 20A 指揮所ほか A B 関係者控室ほか 20A 729 R1～7

1,000 20A 予備 C D 予備 20A 1,000

1,400 20A パントリー 予備 20A 1,000

400 20A 指揮所 1 2 指揮所 20A 400

700 20A CIQ室 3 4 パントリー 20A 200

2,000 20A パントリー 5 6 予備 20A

1,200 20A 喫煙室 7 8 WWC5 20A 1,100

500 20A WWC5 9 10 MWC5 20A 630

1,100 20A MWC5 11 12 MWC5 20A 1,100

400 20A プレス控室 13 14 関係者控室 20A 300

300 20A 関係者控室 15 16 特別機乗務員控室 20A 200

20A 警報盤 17 18 照明制御盤 20A

20A 交換機 19 20 自動制御盤 20A

1,000 20A 予備 21 22 予備 20A 1,000

1,000 20A 予備 23 24 予備 20A 1,000

700 20A 指揮所 廊下2 20A 800

600 20A 指揮所 F1 F2 家具庫 20A 300

500 20A 喫煙室 F3 F4 プレス控室 20A 900

3,000 1,100 6,600 1,065 100V　計 100V　計 729 3,930 1,200 4,000

11,765 100V　合計 100V　合計 9,859

2,100 200V　合計 200V　合計 800

24,524 負荷容量　計

伝送ユニット ×1

リモコントランス ×1

T/U 4回路用 ×5

51 20A 屋外WC A B 屋外WC 20A 238

1,100 20A 屋外MWC1 1 2 屋外MWC1 20A 50

1,100 20A 屋外WWC1 3 4 屋外WWC1 20A 20

1,000 20A 予備 5 6 予備 20A 1,000

1,000 2,200 51 100V　計 100V　計 238 70 1,000

3,251 100V　合計 100V　合計 1,308

200V　合計 200V　合計

4,559 負荷容量　計

238 20A 屋外WC A B 屋外WC 20A 289

1,100 20A 屋外MWC1 1 2 屋外MWC1 20A 50

1,100 20A 屋外WWC1 3 4 屋外WWC1 20A 20

1,000 20A 予備 5 6 予備 20A 1,000

1,000 2,200 238 100V　計 100V　計 289 70 1,000

3,438 100V　合計 100V　合計 1,359

200V　合計 200V　合計

4,797 負荷容量　計

1,00020A予備R

予備スペース 予備スペース

予備スペース

電動ロールスクリーン

電動ロールスクリーン

電動ロールスクリーン

電動ロールスクリーン

電動ロールスクリーン

1,000

1,530

20A予備 22

20

18 20A

20A

1,43017

19

2120A

20A

20A1,430

1,300

1,530

watanabe1495
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D1 LED 10.3W (3000K) D2 LED 30W (3000K) D3 LED LED 30W (3000K) L2a LED 37.6W (3000K)   　　　　　　　　　　　　L=1500㎜D4 LED 30W (3000K) L1a LED 47.7W (3000K)   　　　　　　　　　　　　L=1500㎜

L1b LED 43.4W (3000K)   　　　　　　　　　　　　L=1250㎜ L2b LED 32.3W (3000K)   　　　　　　　　　　　　L=1150㎜

L2ｃ LED 25.6W (3000K)   　　　　　　　　　　　　L=1000㎜

L2ｄ LED 12.4W (3000K)   　　　　　　　　　　　　　L=500㎜

L4a LED 23.8W (3000K)   　　　　　　　　　　　　L=1500㎜

L4b LED 19.8W (3000K)   　　　　　　　　　　　　L=1253㎜

L4ｃ LED 14.5W (3000K)   　　　　　　　　　　　 　L=923㎜

L5a LED 43.1W (3000K)   　　　　　　　　　　　　L=1225㎜

一般タイプ、６９００ｌｍタイプ、３２００ｌｍタイプ

定格出力型、電圧１００～２４２Ｖ

約５～１００％連続調光型

本体：鋼板（白色粉体塗装）

ライトバー（カバー）：ポリカーボネート（乳白）

光源寿命：４００００時間（光束維持率８５％）

電球色（３０００Ｋ）、Ｒａ８３、電源装置はライトバー側に内蔵

L5ｂ LED 23.0W (3000K)   　　　　　　　　　　　　L=607㎜

樹脂カバー（乳半）
アルミフレーム
電圧：DC24V

電源別（VS150E-24/PSE）

調光可能

12.6
器具全長50 50

8

AC100V

本体：アルミフレーム

カバー：乳半樹脂

PWM調光対応
最大連結長さ：5ｍ

AC100V

本体：アルミ筐体

カバー：樹脂

PWM調光対応

49 98

天井切込穴寸法

□ 50

天井切込穴寸法

□ 100

98

天井切込穴寸法

□ 100

1/2配光角　24°

器具光束 1506(lm)

定格電圧 100~
242V

色温度 3000(K)

演色評価数Ra 83

防滴仕様
□□□

L2d: LSS-2-500-L30相当品

L2c: LSS-2-1000-L30相当品

L2b: LSS-2-1150-L30相当品

L2a: LSS-2-1500-L30相当品

L4c: LXSS-FGC-923-L30相当品

L4b: LXSS-FGC-1253-L30相当品

L4a: LXSS-FGC-1500-L30相当品

L5b: XLX-230NELLA9相当品

L5a: XLX-460NELZLR9相当品

L1a:　FSW-2-1500-L30相当品

L1b:　FSW-2-1250-L30相当品DD-3309-L-TMLSWP相当品DD-3309-L-TMLS相当品DD-3212-L-TMLS相当品DD-3449-L-TMLS相当品

98

天井切込穴寸法

□100

□

1/2配光角　24°

器具光束 1506(lm)

定格電圧 100~ 242V

色温度 3000(K)

演色評価数Ra 83

1/2配光角　15°

器具光束 1470(lm)

定格電圧 100~ 242V

色温度 3000(K)

演色評価数Ra 83

1/2配光角　25°

器具光束 411(lm)

定格電圧 100~ 242V
色温度 

3000(K)

演色評価数Ra 83

D5 LED 13.3W (5000K) D6 LED 7.9W (5000K) L6 LED 43.1W (5000K) L7 LED 32.5W (5000K)

L8 LED 20.6W (5000K) L9 LED 16.3W (5000K) L10 LED 17W (3000K) L11 LED 19.2W (5000K)

埋込穴径：φ150

本体：アルミダイカスト

枠：樹脂：バージンホワイト

調光信号用端子台付　

調光可能（約5~100％）

器具寸法：径φ169×高98

定格電圧：AC100～242V

質量：0.8kg

LRS1-1400LM相当品

埋込穴径：φ150

本体：アルミダイカスト

枠：樹脂：バージンホワイト

調光信号用端子台付　

調光可能（約5~100％）

器具寸法：径φ169×高98

定格電圧：AC100～242V

質量：0.8kg

LRS1-950LM相当品 LRS3-6300LM相当品 LRS6-4750LM相当品

LRS6-3100LM相当品 LRS6-2250LM相当品 LZY-92372YT 相当品 NNFW21810LE9 相当品

LED（昼白色）

寸法：幅220×1,235×高65（埋込穴寸法）

本体：鋼板　白

定格電圧：AC100V～242V

LEDベースライト　埋込形　下面開放　幅220

質量：2.7kg

LEDバー：ポリカーボネート　乳白

調光信号用端子台付（LEKR422692N-LD9の場合のみ）

調光タイプ：初期照度補正形

LED（昼白色）

寸法：幅150×1,235×高65（埋込穴寸法）

本体：鋼板　白

定格電圧：AC100V～242V

LEDベースライト埋込形　下面開放　幅150

質量：2.5kg

LEDバー：ポリカーボネート　乳白

調光信号用端子台付

調光範囲：約5～100％連続調光

LED（昼白色）

寸法：幅150×1,235×高65（埋込穴寸法）

本体：鋼板　白

定格電圧：AC100V～242V

非調光

LEDベースライト埋込形　下面開放　幅150

LEDバー：ポリカーボネート　乳白

質量：2.5kg

LED（昼白色）

寸法：幅150×1,235×高65（埋込穴寸法）

本体：鋼板　白

定格電圧：AC100V～242V

非調光

LEDベースライト埋込形　下面開放　幅150

LEDバー：ポリカーボネート　乳白

質量：2.5kg

LED（電球色）

寸法：幅25×1,200×高32

本体：鋼板　白

定格電圧：AC100V～242V

定格光束：1360LM

防湿型・防雨型
５０００Ｋ、Ｒａ８３
器具光束１６４０ｌｍ、消費電力１９．２Ｗ、電圧１００～２４２Ｖ
本体：ステンレス、カバー：ポリカーボネート（乳白）
天井直付型・壁直付型
光源寿命４００００時間（光束維持率８５％）

L12 LED 29.0W (5000K) L13 LED 32.5W (5000K)

一般タイプ、３０００ｌｍタイプ、消費電力：２９．０Ｗ
定格出力型、電圧１００～２４２Ｖ
本体：ステンレス（高反射白色粉体塗装）
防湿型・防雨型ライトバー：ポリカーボネート（乳白）
光源寿命：４００００時間
昼白色（５０００Ｋ）
Ｒａ８３、ＩＰ２３防湿型

LSS1MP/RP-3000LM相当品

一般タイプ、５２００ｌｍタイプ
消費電力３２．５W、定格出力型、電圧１００～２４２Ｖ
約５～１００％連続調光型
本体：鋼板（白色粉体塗装）
ライトバー（カバー）：ポリカーボネート（乳白）
光源寿命：４００００時間（光束維持率８５％）
昼白色（５０００Ｋ）、Ｒａ８３、電源装置はライトバー側に内蔵

LSS1-4900LM相当品

D7 LED 17.0W (3000K)

埋込穴径：φ100

入力電圧：100V

光源光束：1156～1432lm

質量：0.67kg
MOD-P1352DR 相当品

照明器具図（１）
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B2 LED 6.5W (2700K)

OB255190相当品

LED（電球色）

寸法：巾□115 出85

本体：ガラス（ケシ・部分透明）

定格電圧：AC100V～242V

非調光

LEDブラケット

LEDバー：ポリカーボネート　乳白

質量：1.1kg
東京国際空港新貴賓室新築工事
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EX1 LED 10W (2700K) FL1 LED LED 30W+20W 2700K)

導光部：キャストアクリルミガキ仕上げ上面消し

　　　　ステンレスプレート模様抜き板接着

固定金具：ステンレス生地

光源：水中用スポットライト LED DC12V10W (21° 2700K)

設置ボックス：ステンレス生地

器具メンテナンス時、石蓋取り外しとする

3
5
0

500

2
5
0

2
5
0

W.L

L3 LED 20W (3000K)

フレーム：木 クリアー仕上

セード：アクリルクリアーt=10 

光源：LEDパネルライト 約30W2700K
50

2
0

3
0
0

1
7
0
0

8
5
0

8
5
0

3
0
0

フレーム：ステンレス t=2.0

　　　　　バイブレーション仕上

反射板：スチール 白色 3 分ツヤ塗装

光源： LED　7W+3W(3000K)×2ヶ所

支柱：ステンレスバイブレーション仕上1
0
5
0

330

合わせ組子模様UV印刷、内面和紙貼り

エッジライト光源：LEDスリットライト

LED 5W x4  2700K

LSEX-1010-27相当品 LSFL-1050-27相当品 LSL-3015-30相当品

※照明器具特記事項
・以下の器具は、モックアップを2台制作すること。
（試作版、試作品修正版）
ＥＸ1、ＦＬ1、Ｌ3、Ｂ1
・上記の機器の製作工程は、以下とする。
　制作図作製　　1ヶ月
　制作図承認　　1ヶ月
　試作版製作　　2ヶ月（仕様、デザインの確認）
　試作品修正版　1ヶ月（仕様、デザインの確定）
　最終品承認　　1ヶ月

DC12V

※電源別置

a02 非常照明（ＬＥＤ）a01 p01 避難口誘導灯（ＬＥＤ）

q02 通路誘導灯（ＬＥＤ） r01 階段通路誘導灯（ＬＥＤ）

P.C 160P.C 160

1
1
3

9
5

1
1
3

1
0
4
.
5

600

448

600

1
2
.
5

20

8
.
5

1
2
5

1
1
9

1
0
0

56

9

56

10

3

10.5

10

10.5

3

20

P.C 300

553

544

P.C 300

P.C 458

P.C 400

1
2
5

1
1
6

96

P.C 70

116

125

1
8

8
-
M
4
ス
タ
ッ
ド
ネ
ジ

9

P
.
C
 
7
0

1
0
0

P
.
C
 
6
7

2
-
M
4
皿
ネ
ジ

4
-
φ
7
 
取
付
孔

P.C 160P.C 160

P.C 83.5

P.C 67P
.
C
 
8
3
.
5

P
.
C
 
6
7

6
-
5
x
2
0
 
取
付
小
判
孔

番
号

番
号

番
号

番
号

番
号

番
号10.5

9

10.5

1010

番
号

φ
2
0
 
電
源
孔

ガ
ラ
ス
カ
バ
ー
断
面
図

ア
ウ
ト
レ
ッ
ト
ボ
ッ
ク
ス
（
別
途
）

番
号

P
.
C
 
6
7

取付板 SPCt1.6 1 白色塗装

本体 SPCt1.0 1 白色塗装

ランプ

化粧フレーム

東芝製

BsBM

LDA4L-G-E17／S

ブロンズメッキ

3

1式

ソケット 磁器 3 E-17

ローレットナット

カバー

ソケットカバー

BsBM M4

ガラスt5.0

SPCt0.6

白色塗装2

透明：内面フロスト加工

白色塗装

1

3

番
号

フタ SPCt1.0 2

補
強
材
（
別
途
）

4
-
呼

び
4
.
1
木
ね
じ

ブロンズメッキ

番
号

カバー枠 SPCt1.0 1 ブロンズメッキ

ＬＥＧＥＮＤ 器具重量　約4.6g

E17 LED電球ミニクリプトン形 3.9W × 3灯

東15-2500-2（Y-2541b）

Ｂ１ LED 3.9W (2700K)

天井埋込型

高天井用

電池内蔵型

パナソニック　ＮＮＦＢ９１６０５

φ１００低天井用（～３ｍ）、３０分間タイプ
ＬＥＤ内蔵、非常時・非常灯用ＬＥＤ点灯／常時消灯
電圧：１００～２４２Ｖ、蓄電池：ニッケル水素電池
非常灯評定番号：Ｄ－ＬＡＬＨ－４１
レンズ：ガラス、カバー：鋼板：クールホワイトつや消し仕上
点検スイッチ付、自己点検スイッチ付
充電モニタ（緑）付

2.1m 2.4m 2.6m 3.0m 4.0m

四角配置

直線配置

単体配置 Ａ１ 4.2 4.6 4.7 4.9 3.3

Ａ２ 9.3 10.2 10.8 11.9 12.9

Ａ４ 7.4 8.2 8.7 9.6 11.7

天井埋込型

電池内蔵型

非常照明（ＬＥＤ）

壁付型

電池内蔵型

天井埋込型

両面

電池内蔵型

パナソニック　直付ＸＬＦ４３３ＢＴＮＬＥ９

ひとセンサ段調光３０分、Ｈｆ３２形ＦＬＲ４０形１灯器具相当
常時：階段灯専用ライトバー点灯、非常時：階段灯本体組込ＬＥＤ点灯
電圧：１００～２４２Ｖ、蓄電池：ニッケル水素電池、非常灯評定番号：Ｄ－ＬＡＬＨ－４４
非常用ＬＥＤレンズ：ガラス、常用ライトバー：ボリカーポネート
光源寿命（階段灯専用ライトバー）４００００時間
点検スイッチ付、自己点検スイッチ付
充電モニタ（緑）付、リモコン：ＦＳＫ９０９１０Ｋ（別売）

器具取付高さ 1.0m 1.5m 2.0m 2.5m 3.0m 4.0m 5.0m

階

配

置

Y=2.0m

Y=1.5m

Ｘ＋ 6.1 7.2 8.1 8.7 9.1 9.3 9.5

ｘ 7.5 9.0 10.0 10.9 11.7 12.8 13.2

Ｘ＋ 5.9 7.1 8.0 8.6 9.0 9.2 9.4

ｘ 7.3 8.8 10.0 10.8 11.7 12.7 13.1

0.0 0.0 7.8 8.5 8.9 9.1 9.3

0.0 9.9 10.8 11.6 12.6 13.01lx

1lx

2lx

・点滅

30分間タイプ

Ｘ＋2lx

ＢＬ級低天井用（～３ｍ）

大臣認定番号　LAE-0044

埋込径１００φ

高天井用（～１０ｍ）

大臣認定番号　LAE-0046

埋込径１００φ

四角配置 Ａ４ 11.2 12.8 14.3 15.7 17.1 18.4

21.2

4.0

10.0m9.0m

8.5

21.514.2 16.3 18.1 19.9

6.5Ａ１

Ａ２

7.4 8.1 8.4

8.0m7.0m6.0m5.0m

パナソニック　ＮＮＦＢ９３６０７

レンズ：ガラス、カバー：鋼板：クールホワイトつや消し仕上
点検スイッチ付、自己点検スイッチ付
充電モニタ（緑）付

単体配置

直線配置

器具取付高さ

非常灯評定番号：Ｄ－ＬＡＬＨ－４３

φ１００高天井用（～１０ｍ）、３０分間タイプ
ＬＥＤ内蔵、非常時・非常灯用ＬＥＤ点灯／常時消灯
電圧：１００～２４２Ｖ、蓄電池：ニッケル水素電池

器具取付高さ

ＢＬ級

段
Y=1.0m

2lx

1lx

ｘ 0.0

b01

s01

非常照明（ＬＥＤ）

低天井用（～３ｍ）

天井直付型

低天井用

電池内蔵型

2.1m 2.4m 2.6m 3.0m 4.0m

四角配置

直線配置

単体配置 Ａ１ 4.2 4.6 4.7 4.9 3.3

Ａ２ 9.3 10.2 10.8 11.9 12.9

Ａ４ 7.4 8.2 8.7 9.6 11.7

器具取付高さ

大臣認定番号　LAE-0044

避難口誘導灯（ＬＥＤ）

ＢＬ級

防水型接続ＢＯＸ

-

-

照明器具図（２）
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名　

称

電気設備調査職員　岡本　寿

1L-3

1L-4

1L-2

1L-1

プレス控室（500lx）

6

関係者控室（500lx）

9

3

LRS6-4750LM(32.5W) LRS6-4750LM(32.5W)L7 L7

照明制御盤2

LRS6-4750LM(32.5W)

特別機乗員控室（500lx）

LRS1-1400LM(13.3W)

廊下1（100lx）

5

4

2

廊下2（100lx）

廊下3（100lx）

7

5

LRS1-1400LM(13.3W)

LRS1-1400LM(13.3W)

3

3

L7

D5

D5

D5

前室2-1（200lx）

洗面室2-1（200lx） ＭＷＣ2（200lx）

前室2-2（200lx）電気室（1000lx）

11

前室1（200lx）

7

洗面室1-1（200lx）

4

前室4（200lx）

9

ＭＷＣ4（200lx） ＭＷＣ5（200lx）

4

4 4

4

10

8

LRS1-950LM(7.9W)

12

LRS1-950LM(7.9W) LRS1-950LM(7.9W)

LRS1-950LM(7.9W)

8

LRS1-950LM(7.9W)

LRS1-950LM(7.9W)

8

10 10

LRS1-950LM(7.9W)

8

LRS1-950LM(7.9W)

9

LRS1-950LM(7.9W)

LSEX-1010-27(10W)

水盤（西）

9

D6

L10

D6

L10

D6

L10

D6

L10

D6

L10

D6

L10

D6

L10

D6

L10

D6

L10

EX1

玄関1

6

LSL-3015-30(20W) 2

DD-3309-L-TMLS(30W) 3

DD-3309-L-TMLSWP(30W)

玄関3

LSL-3015-30(20W) 2

D3

D4

L3 L3

3

6DD-3309-L-TMLSWP(30W)

DD-3309-L-TMLS(30W)D3

D4

LZY-92372YT(17W)LZY-92372YT(17W)

LZY-92372YT(17W)LZY-92372YT(17W)

LZY-92372YT(17W)LZY-92372YT(17W)

LZY-92372YT(17W)LZY-92372YT(17W)

LZY-92372YT(17W)

48L

2R

Ｓ

R

R

R

Ｓ

Ｓ

Ｓ

R

Ｓ

照明制御盤1

洗面室2-2（200lx）

ＷＷＣ2（200lx）

洗面室1-2（200lx）

ＭＷＣ1（200lx）

ＷＷＣ1（200lx）

ＷＷＣ4（200lx）

ＷＷＣ5（200lx）

4

4

4

4

4LRS1-950LM(7.9W)

8

6

6

LRS1-950LM(7.9W)

8

LRS1-950LM(7.9W) LRS1-950LM(7.9W)

8

LRS1-950LM(7.9W)

8 LRS1-950LM(7.9W)

8

LRS1-950LM(7.9W)

LZY-92372YT(17W)

D6

L10D6

L10

D6

L10

D6

L10D6

L10

D6

L10

D6

L10

LZY-92372YT(17W)

LZY-92372YT(17W)

LZY-92372YT(17W)LZY-92372YT(17W)

LZY-92372YT(17W)

LZY-92372YT(17W)

電灯（電灯分岐）設備　１階配線図　S=1/100

電灯設備(電灯分岐）　１階配線図

1/100

1/200
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R1
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C

C
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C

C

C

C

C
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3
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3
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333

3
3

3
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3
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3
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3

33

3

3
3

3

3

3

3

3

3

3
3 3

3

3

3

3

33

3

ＨＷＣ（200lx）

4LRS1-950LM(7.9W)

4

D6

L10 LZY-92372YT(17W)

O
R1

O
R2

XLX460NELZ-LR9(43.1W)L5a

玄関2

6

LSL-3015-30(20W) 2

DD-3309-L-TMLS(30W) 3

DD-3309-L-TMLSWP(30W)

玄関4

LSL-3015-30(20W) 2
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L3 L3
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廊下（東）（100lx）
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FSW-2-1500-L30(47.7W) 37

LSS-2-1500-L30(36.7W) 29

LXSS-FGC-1253-L30(19.8W) 1

LXSS-FGC-923-L30(14.5W) 1
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廊下（西）（100lx）
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FSW-2-1500-L30(47.7W) 37
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XLX460NELZ-LR9(43.1W) 36

XLX230NEL-LA9(23.0W) 4
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洗面室3-1（200lx） 洗面室3-2（200lx）

ＭＷＣ3（200lx） ＷＷＣ3（200lx）

前室3-2（200lx）

4

4 4

4

4

4

LRS1-950LM(7.9W)

8

LRS1-950LM(7.9W)

8

LRS1-950LM(7.9W)

8

LRS1-950LM(7.9W)

7

LRS1-950LM(7.9W)

7

LRS1-950LM(7.9W)

8

D6

L10

D6

L10

D6

L10

D6

L10

D6

L10

D6

L10

LZY-92372YT(17W)

LZY-92372YT(17W) LZY-92372YT(17W)

LZY-92372YT(17W)LZY-92372YT(17W)

LZY-92372YT(17W)

LRS3-6300LM(43.1W)

指揮所（750lx）

10

ＣＩＱ室（750lx）

6
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2
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2
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2
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1
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XLX460NELZ-LR9(43.1W) 20
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水盤（東）
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LSS-2-1500-L30(37.6W) 4
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LSFL-1050-27(50.0W) 6
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L5b
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L4cLXSS-FGC-1500-L30(23.8W) 12
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L4c XLX-460NELZLR9(41.3W) 8

XLX-230NELLA9(23.0W) 2

L5a
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2B1 LEDブラケット(3.9W)

2B1 LEDブラケット(3.9W)

2B1 LEDブラケット(3.9W)

2B1 LEDブラケット(3.9W) 2B2 OB255190(6.5W)
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2B1 LEDブラケット(3.9W) 2B1 LEDブラケット(3.9W)
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